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R5予算(案) ( R4予算額 )

1

( 1 ) 独⽴⾏政法⼈教職員⽀援機構運営費交付⾦ 1,263 ( 1,223 )

( 2 ) 新任校⻑オンライン集合ハイブリッド研修 20 ( 19 )

・ 2,251 ( 0 )

・ 275 ( 0 )

・ 186 ( 0 )

2
( 1 ) 教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤ 580 ( 527 )
( 2 ) 教育データを活⽤した分析・研究の推進等（教育データサイエンス推進事業） 86 ( 10 )

・ 378 ( 0 )
・ 110 ( 0 )

3
( 1 ) 学校卒業後における障害者の学びの⽀援推進事業 141 ( 134 )

4
( 1 ) 外国⼈児童⽣徒等への教育の充実 1,196 ( 1,132 )

5
( 1 ) 在外教育施設の機能強化（教師派遣、プログラム⽀援等） 17,927 ( 17,172 )

・ 40 ( 0 )

6
( 1 ) 学校を核とした地域⼒強化プラン 7,650 ( 7,446 )
( 2 ) 家庭教育⽀援推進事業 20 ( 43 )
( 3 ) 体験活動等を通じた⻘少年⾃⽴⽀援プロジェクト 79 ( 72 )
( 4 ) 読書活動総合推進事業 45 ( 52 )
( 5 ) 社会教育デジタル活⽤等推進事業 49 ( 0 )

( 6 ) 学校安全推進事業 343 ( 294 )
( 7 ) 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 338 ( 338 )

7
( 1 ) 放送⼤学学園補助⾦ 7,392 ( 7,389 )
( 2 ) ⼤学等における価値創造⼈材育成拠点の形成 80 ( 87 )
( 3 ) 専⾨職業⼈材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業 402 ( 0 )
( 4 ) ⼥性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画⽀援事業 21 ( 24 )

( 5 ) 社会⼈の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究 30 ( 14 )

・ 1,741 ( 0 )
・ 296 ( 0 )
・ 77 ( 0 )

全国的な研修拠点である(独)教職員⽀援機構の機能を強化するため、⽼朽化施設の改修等を実施

参考︓令和4年度第2次補正予算

在外教育施設における感染症対策⽀援事業

参考︓令和4年度第2次補正予算

独⽴⾏政法⼈教職員⽀援機構施設整備費補助⾦

参考︓令和4年度第2次補正予算

○ 教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤、教育データ分析の推進等
教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤
全国学⼒・学習状況調査のCBT化に向けた実施準備

リカレント教育推進のための学習基盤の整備

⽣涯を通じた障害者の学びの推進、特
異な才能のある児童⽣徒への⽀援

● 学校卒業後における障害者の⽣涯学習の推進

外国⼈の受⼊れ拡⼤に対応し、共⽣社
会の実現を図るための⽇本語教育・外
国⼈児童⽣徒等への教育等の充実

● 外国⼈児童⽣徒等への教育等の充実

成⻑分野における即戦⼒⼈材輩出に向けたリカレント教育推進事業
地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築⽀援事業
リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケージ事業

海外で学ぶ⽇本⼈児童⽣徒の教育機
会の充実

● 在外教育施設の戦略的な機能の強化

コミュニティ・スクールと地域学校協働活
動との⼀体的推進等による地域や家庭
の教育⼒の向上や体験活動の充実、学
校安全体制の整備の推進

● 学校を核とした地域⼒強化等

● 学校安全体制の整備

リカレント教育等社会⼈が学び直す機会
の拡充

● ⼤学・専⾨学校・⾼専等を活⽤した社会⼈向けの実践的なプログラムの開発・拡充

●

● 新任校⻑オンライン集合ハイブリッド研修　〜学校管理職研修の充実に向けた先導的
プログラム形成事業〜

GIGAスクール構想の着実な推進と学
校DXの加速

● 教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤、教育データ分析の推進等

○

参考︓令和4年度第2次補正予算

「新たな教師の学び」を⽀える研修体制
の構築

● 全国的な研修拠点である(独)教職員⽀援機構の機能を強化するため、新たに「次世
代型教師研修開発センター（仮称）」を設置

○

全国的な研修履歴記録システムと各教育委員会や⼤学等が提供する研修コンテンツを
⼀元的に収集・整理・提供するプラットフォームを⼀体的に構築

○ オンライン研修コンテンツの充実や研修の成果確認・評価モデルの開発等による教員研
修の⾼度化を推進
教員研修⾼度化推進⽀援事業

研修受講履歴記録システム・教員研修プラットフォームの⼀体的構築

令 和 ５ 年 度 予 算 (案)　　主 要 事 項
（単位︓百万円）

事項 主な事業
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１． 
「新たな教師の学び」を⽀える 

研修体制の構築 
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「新
た
な
教
師
の
学
び
」を
支
え
る
研
修
体
制
の
構
築

背
景
・課
題

事
業
内
容

○
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
コ
ン
テ
ン
ツ
の
開
発 1,

22
0百

万
円

【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】

•I
CT
活
用
、特

別
支
援
、外

国
語
教
育
な
ど喫

緊
の
教
育
課
題
や
、教

師
の
キ
ャリ
ア

ス
テ
ー
ジ
・校
務
分
掌
に
応
じて
、成

果
確
認
も併

せ
た
オ
ンラ
イン
研
修
コン
テ
ンツ
を

重
点
的
に
開
発
。

•大
学
等
が
持
つ
専
門
性
や
リソ
ー
ス
を活

か
し、
個
々
の
教
師
の
強
み
や
専
門
性
、興

味
関
心
に
応
じ た
多
様
な
研
修
コン
テ
ンツ
を
開
発
。

•外
部
人
材
等
の
入
職
を支

援
す
る
た
め
、基

礎
的
な
知
識
等
を身

に
付
け
る
こと
が
で

きる
学
習
コン
テ
ンツ
を開

発
。

②
教
員
研
修
高
度
化
推
進
支
援
事
業

(2
)(
独

)教
職
員
支
援
機
構
の
機
能
強
化

〇
運
営
費
交
付
金

1,
26

3百
万
円
（

1,
22

3百
万
円
）
の
内
数

・オ
ンラ
イン
研
修
の
開
発
・充
実
や
、新

た
な
指
導
法
や
研
修
手
法
の
開
発
・普
及
等
を
基
幹
的
に
担
う「
次
世
代
型
教
師
研
修
開
発
セ
ンタ
ー
（
仮
称
）
」を
設
置
。

○
施
設
整
備
費
補
助
金

18
6百

万
円
【新
規
】
【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】

・研
修
受
講
者
が
安
全
・安
心
に
研
修
に
専
念
で
き
る
研
修
・宿
泊
環
境
の
形
成
及
び
災
害
時
の
一
時
避
難
所
とし
て
の
環
境
整
備
を
図
る
た
め
、老

朽
化
して
い
る

施
設
に
つ
い
て
必
要
な
改
修
・修
繕
を
実
施
。


令
和

4年
の
教
育
公
務
員
特
例
法
の
改
正
に
より
、令

和
5年

4月
か
ら、
各
教
師
の
研
修
履
歴
を記

録
す
る
とと
も
に
、こ
の
記
録
に
基
づ
き、
教
師
の
資
質
向
上
に
関
す
る
指
導
助
言
等
を行

う仕
組
み
が
制
度
化
され
た
。


この
新
た
な
研
修
制
度
の
下
で
、教

師
の
個
別
最
適
な
学
び
、協

働
的
な
学
び
を実

現
す
るた
め
に
は
、デ
ジ
タル
技
術
を活

用
し、
効
果
的
な
記
録
作
成
・閲
覧
を可

能
とす
る
とと
もに
、豊

富
な
研

修
コ ン
テ
ン
ツの
中
か
ら、
い
つ
で
も
、ど
こか
らで
も
必
要
な
研
修
を受

講
で
きる
プラ
ット
フォ
ー
ム
を整

備
す
る
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、学

校
D

Xの
一
環
とし
て
、マ
イナ
ンバ
ー
の
活
用
も
見
据
え
つ
つ
、別

途
構
築
す
る
教
員
免
許
管
理
シ
ス
テ
ム
等
との
連
携
を可

能
とす
る
必
要
が
あ
る
。


同
時
に
、喫

緊
の
教
育
課
題
や
、大

学
等
が
免
許
更
新
講
習
とし
て
作
成
して
きた
コン
テ
ンツ
を発

展
させ
る
な
どオ
ンラ
イン
研
修
コン
テ
ン
ツを
抜
本
的
に
拡
充
す
る
必
要
が
あ
る
。


また
、教

員
研
修
の
高
度
化
を進

め
、研

修
をよ
り効

果
的
に
進
め
るた
め
の
モデ
ル
を開

発
す
る
こと
で
、全

国
的
な
研
修
観
の
転
換
・定
着
を図

る
必
要
が
あ
る
。


この
よう
な
新
た
な
教
師
の
学
び
を支

え
る
全
国
的
な
研
修
とし
て
、（

独
）
教
職
員
支
援
機
構
の
機
能
強
化
を図

り、
次
世
代
の
教
師
の
学
び
を実

現
して
い
く。

○
研
修
受
講
履
歴
記
録
シ
ス
テ
ム
の
構
築

91
百
万
円
（

93
百
万
円
）
【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】

・教
師
の
研
修
受
講
履
歴
を記

録
す
る
新
た
な
シ
ス
テム
を
国
が
主
導
して
開

発
し、
効
率
的
な
記
録
作
成
、管

理
、閲

覧
を可

能
に
す
る。

○
教
員
研
修
プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
の
構
築

18
4百

万
円

【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】

・教
職
員
支
援
機
構
、教

育
委
員
会
、大

学
、民

間
等
が
提
供
す
る
研
修

コン
テ
ン
ツを
一
元
的
に
収
集
・整
理
・提
供
す
る
プラ
ット
フォ
ー
ム
を構

築
し、

い
つ
で
も
、ど
こか
らで
も
必
要
な
研
修
を受

講
で
きる
環
境
を整

備
す
る
。

・研
修
受
講
履
歴
記
録
シ
ス
テム
と自

動
連
携
し、
教
員
育
成
指
標
との
関

連
の
「見
え
る
化
」や
必
要
な
研
修
を検

索
す
る機

能
等
を整

備
す
る
。

○
教
員
研
修
の
高
度
化
モ
デ
ル
開
発 1,

03
1百

万
円

【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】

・教
育
委
員
会
・学
校
法
人
と大

学
等
が
協
働
して
、教

員
研
修
の
高
度
化
の

た
め
の
モデ
ル
開
発
を行

い
、全

国
的
な
研
修
観
の
転
換
・定
着
を図

る。
【調
査
研
究
の
テ
ー
マ例

】
・教
員
研
修
の
成
果
確
認
と評

価
モデ
ル
の
確
立
に
関
す
る
こと

・校
内
研
修
や
授
業
研
究
の
高
度
化
に
関
す
る
こと

・教
師
と管

理
職
等
の
「対
話
と奨

励
」プ
ロセ
ス
の
最
適
化
に
関
す
る
こと

・教
育
委
員
会
に
よる
学
校
へ
の
サ
ポ
ー
ト機

能
の
充
実
に
関
す
るこ
と

(1
)教
員
研
修
の
高
度
化
支
援

①
研
修
受
講
履
歴
記
録
シ
ス
テ
ム
お
よ
び
研
修
プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
の
構
築

研
修
コン
テ
ンツ

開
発

受
講

修
得

確
認

掲
載

記
録

(3
)新
任
校
長
オ
ン
ラ
イ
ン
集
合
ハ
イ
ブ
リッ
ド
研
修

○
新
任
校
長
研
修
事
業

20
百
万
円

(1
9百

万
円

)

•新
任
校
長
に
対
して
、学

校
運
営
や
人
材
育
成
に
係
る
マ

ネ
ジ
メン
ト力

向
上
に
向
け
た
研
修
を実

施
す
る
とと
も
に
、

校
長
同
士
の
ネ
ット
ワー
ク構

築
を図

る
。

令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
額

27
億
円

研
修
プ
ラッ
トフ
ォー
ム

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

13
億
円

（
前
年
度
予
算
額

14
億
円
）
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（１）独⽴⾏政法⼈教職員⽀援機構運営費交付⾦ 

 

（前 年 度 予 算 額  １，２２３，２０５千円） 

令和５年度予算額(案)  １，２６３，３５９千円  

 

１．要旨 

平成 29 年４月から独立行政法人教職員支援機構として、教職員の養成･採用･研修の一体

的改革を担う新たなミッションを実現するために、各都道府県教育委員会や大学等との連

携を図りつつ、教職員に対する研修の実施、研修に関する指導・助言に加え、教師の資質能

力向上に関する調査研究の実施や任命権者が策定する教師の育成指標に対する専門的助言、

免許状の認定講習等認定事務及び資格認定試験実施事務といった事業の運営に要する経費

を計上するものである。 

また、令和４年度の教育公務員特例法の改正に伴い、新たな教師の学びを支える全国的な

研修拠点として一層の機能強化を図るため、「次世代型教師研修開発センター（仮称）」を設

置し、これに必要な経費を計上する。 

 

２．内容 

 全国の教職員の養成・採用・研修を担う関係機関の中核拠点として、学校教育関係職員に

対する研修の実施や研修に関する指導・助言、教育委員会や大学・教職大学院等と連携・協

力体制を構築し、研修の高度化・体系化の促進を図るとともに、教師の資質能力向上に関す

る調査研究とその成果の研修への活用等の事業に取り組む。 

（１）学校教育関係職員に対する研修の実施 

学校教育関係職員に対する研修を実施するナショナルセンターとして、自治体にお

ける学校経営の中核となる教職員を対象とした学校マネジメント研修及び喫緊の重要

課題に対応できる指導者を養成するための研修等を行う。 

（２）教師の資質の向上に関する指標を策定する任命権者に対する専門的助言の実施 

機構が有する知見やネットワークを活用した専門的な助言や、指標に関する全国の

先進事例の調査・分析を行う。 

（３）学校教育関係職員を対象とした研修に関する指導・助言及び援助の実施 

教育委員会等においてより充実した教職員に対する研修等が実施できるよう、研修

に関する指導や助言を行うほか、教職員における研修機会の確保のため、インターネッ

トを使った研修コンテンツの配信を行う。 

（４）学校教育関係職員が職務を行うに当たり必要な資質に関する調査研究及びその成果

の普及の実施 

機構が主体となり、大学や教育委員会等と連携し、養成・採用・研修の改善に資する

専門的・実践的な調査研究を行う。 
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（５）免許法認定講習の認定に関する事務の実施 

免許法認定講習の認定に関する事務を行う。 

（６）教員資格認定試験の実施に関する事務の実施 

教員資格認定試験の実施に関する事務について、試験問題作成及び試験実施に関す

る事務を行う。 

（７）次世代型教師研修開発センター（仮称）の設置 

大学や企業等と協働・連携して調査研究を行い、その成果を活かした研修を実践し、

そこで得られた新たな知見等を教育委員会等に普及することにより、全国的な研修観

の転換を図る。また、「新たな学び」を牽引する先駆的な研修動画を収集・整理すると

ともに、国が構築する教員研修プラットフォームを運用する。 
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背
景
・課
題

事
業
内
容

●
運

営
費

交
付
金

1,
26

3百
万

円
〇

次
世

代
型

教
師
研
修

開
発
セ
ン
タ
ー

（
Le

ar
ni

ng
 E

m
po

w
er

m
en

t C
en

te
r)
の

設
置

・
大
学
や
企
業
等
の
専
門
的
な
知
見

が
あ
る
専

門
人

材
や

教
育

委
員

会
の

職
員

と
協

働
し

て
調
査
研
究
を
行
う
と
と
も
に
、
機
構

の
研
修

事
業

等
に
先

進
的

な
知

見
等

を
取

り
入

れ
た
企
画
立
案
に
つ
な
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
よ
り
良

い
教

師
の

学
び
を
確

立
し
て
い
く
。

・
大
学
や
企
業
等
と
の
研
究
成
果

を
活

か
し
た
新

た
な
研

修
の

実
践

や
研

修
の

開
発

を
行

う
。
ま
た
、
新
た
な
研
修
実
践
か
ら
得
ら
れ

た
知

見
を
教

育
委

員
会

等
に
普

及
し
、
研

修
観
の
転
換
を
図

っ
て
い
く
。

・
教
員
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を

R5
か
ら
試

験
的

に
運

用
開

始
し
、
教

育
委

員
会

等
に
お

け
る
研
修
を
支

援
す
る
。

【
主

な
業

務
内

容
】

・
実
践
力
向
上
シ
リ
ー
ズ
な
ど
、
新
た
な
動
画

研
修

シ
リ
ー
ズ
を
開

発
・
充

実
さ
せ

る
。

・
「
新
た
な
教
師
の

学
び
」
を
実

現
す
る
た
め
、
大

学
や

企
業

の
研

究
と
協

働
し
、
最

新
の

知
見
等
を
取
り
入
れ
た
研
修
や

研
修

手
法

の
開

発
・
実

践
を
行

う
。

・
教
育
委
員
会
等
と
連
携
し
て
「
新

た
な
教

師
の

学
び
」
を
実

現
す
る
た
め
の

研
修

の
普

及
促
進
・
定
着
支
援
を
行
う
。

・
教
員
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
運
用

と
教

育
委

員
会

等
に
お
け
る
研

修
の

支
援

を
行

う
。

〇
教

員
資

格
認
定
試
験

の
拡
大

・
令
和
６
年
春
に
開
始
を
見
込
む
教

員
資

格
認

定
試

験
拡

大
（
高

校
・
情

報
）
の

準
備

等

独
立

行
政

法
人

教
職

員
支

援
機

構
運
営

費
交
付

金

〇
次

世
代

型
教
師
研
修

開
発
セ
ン
タ
ー
の
設
置

【
教

員
研

修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
運

用
】

「
新
た
な
学
び
」
を
牽
引
す
る
先
駆
的
な
研
修
動
画
を
収

集
・
整
理
す
る
と
と
も
に
、
教
員
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を

運
用
す
る
。

【
新

た
な
学

び
の

実
施

・
普

及
】

調
査
研
究
の
成
果
を
活
か
し
た
新
た
な
研
修
を
実
践
す

る
こ
と
で
、
新
た
な
手
法
や
知
見
を
教
育
委
員
会
等
に
普

及
し
、
研
修
観
の
転
換
を
図
る
。

〇
チ
ー
ム
構
成
メ
ン
バ
ー

・
教

育
委

員
会

・
研

究
者

・
民

間
技

術
者

等


教
育
公
務
員
特
例
法
の
改
正
に
よ
り、
教
職
員
支
援
機
構
は
、教

師
の
個
別
最
適
な
学
び
、協

働
的
な
学
び
を
実
効
あ
る
も
の
とし
、教

師
の
資
質
能
力
を
保

障
して
い
くた
め
、「
新
た
な
教
師
の
学
び
」を
実
現
す
る
研
修
の
在
り方

を
構
築
す
る
とと
も
に
、教

育
委
員
会
等
が
行
う研

修
へ
の
助
言
や
情
報
提
供
の
充
実
を

行
うこ
とが
必
要
とさ
れ
て
い
る
。


この
た
め
、全

国
の
「新
た
な
教
師
の
学
び
」を
実
現
す
る
こと
を
目
的
に
「次
世
代
型
教
師
研
修
開
発
セ
ンタ
ー
（

Le
ar

ni
ng

 E
m

po
w

er
m

en
t C

en
te

r)
 」
を
設

置
す
る
とと
も
に
、喫

緊
の
多
様
な
教
育
課
題
に
対
し、
先
進
的
で
多
様
な
研
修
手
法
を
活
か
して
取
り組

め
る
よ
う「
次
世
代
型
研
修
環
境
」を
構
築
す
る
。

【
先

進
的

調
査
研

究
】

大
学
・
企
業
と
協
働
・
連
携
し
て
調
査
研
究
を
行
う
と
と
も

に
、
研
究
成
果
を
機
構
の
新
た
な
研
修
事
業
等
の
企
画

立
案
に
つ
な
げ
る
。

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

1,
26

3百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

1,
22

3百
万
円
）
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（２）新任校⻑オンライン集合ハイブリッド研修
〜学校管理職研修の充実に向けた先導的プログラム形成事業〜

（前 年 度 予 算 額  １９，２６１千円） 

令和５年度予算額(案)   ２０，０７５千円 

１．趣 旨 

加速度を増す社会的変化に対応するため、学校教育においては「新学習指導要領の全面実

施」、「学校における働き方改革」、「GIGA スクール構想」等といった新たな施策が進められ

るなど、教育を巡る状況そのものの変化もスピード感を増している。 

 こうした社会的変化に対応し、学校教育が成果を上げることができるかどうかは、教師の

力に大きく依存しているが、教師が時代の変化に応じた高い資質能力を身に付け、生き生き

と活躍できる環境を整備するためには、校長等の管理職のマネジメント能力の向上が不可

欠である。 

 このため、新たに校長職に着任する機会を捉え、「働き方改革」等の課題を切り口とする

実践プログラムの実施を通じて、新任校長のマネジメント能力の一層の向上を図る。 

 本事業の趣旨・目的や成果等を全国に展開できるよう、協力教育委員会における実践プロ

グラムの実施のみならず、全国の新任校長（約 6,000 名）を対象とする講習動画の配信やオ

ンラインフォーラムを併せて実施する。

２．事業内容   

全国の新任校長を対象とした講習動画配信を６月に実施、また年度末には新任校長フォ

ーラムとして、その間に実践研修を行った教育委員会が発表を行い、動画を配信する。 

研修実践を希望した教育委員会において、文科省や大学関係者等で構成される協議会が

提案する研修を実施して、その結果を協議会が取りまとめ、年度末にオンラインフォーラム

形式の動画配信で発表する。（教育委員会での実践研修は６月、８月、12 月の３回を予定） 
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背
景
・課
題

事
業
内
容

○
運
営
体
制

●
協
議
会
‥
文
部
科
学
省
、教

職
員
支
援
機
構
、教

育
委
員
会
関
係
者
、大

学
関
係
者
で
構
成
。

実
践
プロ
グ
ラム
な
ど研

修
全
体
を立

案
す
る
とと
も
に
、実

践
教
委
や
新
任
校
長
へ
の
支
援
等
を

実
施
。

●
実
践
教
委
‥
協
議
会
と連

携
しつ
つ
、S

TE
P２
に
お
け
る
実
践
プロ
グ
ラム
を実

施
。

ST
EP

3の
オ
ンラ
イン
フォ
ー
ラム
に
お
い
て
、成

果
報
告
果
等
を実

施
。

○
実
施
方
法
（
詳
細
は
右
記
【年
間
の
流
れ
：
イ
メ
ー
ジ
】を
参
照
）

年
間
を通

して
、３

つ
の
ス
テ
ップ
か
らな
る
事
業
を実

施
。

ST
EP

1：
校
長
職
の
魅
力
や
本
事
業
の
趣
旨
・目
的
等
を伝

え
る
動
画
を配

信
。

ST
EP

2：
国
が
提
示
す
る
先
導
的
研
修
の
実
践
モデ
ル
・テ
ー
マに
基
づ
き
、実

践
教
委
に
お
い
て
、新

任
校
長

の
マネ
ジ
メン
ト能

力
向
上
に
関
す
る
実
践
プロ
グ
ラム
を実

施
。

ST
EP

3：
ST

EP
2の
成
果
等
を展

開
す
る
た
め
の
オ
ン
ライ
ンフ
ォー
ラム
を
実
施
。

新 任 校 長 へ の 講 習 動 画 公 開

（ 令 和 ５ 年 ６ 月 開 催 ）

課 題 把 握 ・ 校 内 チ ー ム の 結 成

（ 6 ~ 7 月 ）

課 題 へ の 対 応 と 関 係 者 協 議

（ ８ 月 ）

成 果 と 課 題 の 検 証 ・ 分 析

（ 12 月 ）

オ ン ラ イ ン フ ォ ー ラ ム 開 催

（ 令 和 ６ 年 ２ ～ ３ 月 予 定 ）

協 議 会 メ ン バ ー に よ る 研 修 内 容 の

構 築 等

実
践
プ
ログ
ラム
の
実
施

〜
協
議
会
、実

践
教
委
に
よ
る
校
長
支
援
等
〜

○
費
用

●
協
議
会
運
営
に
係
る
委
託
費

2,
00

0万
円

（
実
践
教
委
の
経
費
・動
画
制
作
等
に
係
る
委
託
費
含
む
）

＋
事
務
費

○
事
業
期
間

●
令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度
（
予
定
）

●
ST

EP
1（

令
和

5年
6月

）
・
全
国
の
新
任
校
長
（
約

6,
00

0名
）
を
対
象
に
して
、校

長
職
の
魅
力
や
本
事

業
の
趣
旨
・目
的
等
に
関
す
る
動
画
を
配
信
（
動
画
を
録
画
す
る
こと
で
、オ
ン
デ
マ

ン
ド配

信
に
も
対
応
）

●
ST

EP
２
（
令
和
５
年
６
月
〜

12
月
予
定
）

・
6月

、8
月
、1

2月
の
３
段
階
（
目
途
）
で
「働
き方

改
革
」等
の
課
題
を切

り口
とし
て
、新

任
校
長
の
マ
ネ
ジ
メン
ト能

力
向
上
に
関
す
る
実
践
プ
ログ
ラム
を
実
施

・
実
践
成
果
を協

議
会
に
適
宜
フィ
ー
ドバ
ック
し、
協
議
会
は
実
践
教
委
に
対
し必

要
な
支
援
を実

施

●
ST

EP
３
（
令
和
６
年
２
～

3月
予
定
）

・
実
践
プロ
グ
ラム
の
成
果
・分
析
結
果
等
をオ
ン
ライ
ンフ
ォー
ラム
を通

じて
共
有

新
任
校
長
オ
ン
ラ
イ
ン
集
合
ハ
イ
ブ
リッ
ド
研
修

～
学
校
管
理
職
研
修
の
充
実
に
向
け
た
先
導
的
プ
ロ
グ
ラ
ム
形
成
事
業
～

○
加
速
度
を増

す
社
会
的
変
化
に
対
応
す
る
た
め
、学

校
教
育
に
お
い
て
は
「新
学
習
指
導
要
領
の
全
面
実
施
」、
「学
校
に
お
け
る
働
き方

改
革
」、
「G

IG
Aス
クー
ル
構
想
」等
とい
った
新
た
な
施
策

が
進
め
られ
る
な
ど、
教
育
を巡

る
状
況
その
も
の
の
変
化
も
スピ
ー
ド感

を増
して
い
る
。

○
こう
した
社
会
的
変
化
に
対
応
し、
学
校
教
育
が
成
果
を上

げ
るこ
とが
で
き
る
か
どう
か
は
、教

師
の
力
に
大
きく
依
存
して
い
る
。教

師
が
時
代
の
変
化
に
応
じた
高
い
資
質
能
力
を身

に
付
け
、生

き
生
きと
活
躍
で
きる
環
境
を整

備
す
る
た
め
に
は
、校

長
等
の
管
理
職
の
マネ
ジ
メン
ト能

力
の
向
上
が
不
可
欠
で
あ
る。

○
この
た
め
、新

た
に
校
長
職
に
着
任
す
る機

会
を捉

え
、「
働
き方

改
革
」等
の
課
題
を切

り口
とす
る
実
践
プロ
グ
ラム
の
実
施
を通

じて
、新

任
校
長
の
マネ
ジ
メン
ト能

力
の
一
層
の
向
上
を図

る
。

○
本
事
業
の
趣
旨
・目
的
や
成
果
等
を全

国
に
展
開
で
きる
よう
、協

力
教
委
に
お
け
る実

践
プロ
グ
ラム
の
実
施
の
み
な
らず
、全

国
の
新
任
校
長
（
約

6,
00

0名
）
を対

象
とす
る
講
習
動
画
の
ライ

ブ配
信
や
オ
ンラ
イン
フォ
ー
ラム
を併

せ
て
実
施
す
る
。

【年
間
の
流
れ
：
イ
メ
ー
ジ
】

ST
EP

1
ST

EP
2

ST
EP

3

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

２
０
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
９
百
万
円
）

○
新
任
校
長
が
学
校
長
とし
て
の
課
題
へ
の

組
織
的
対
応
力
や
学
校
マネ
ジ
メン
ト力

・人
材
育
成
能
力
等
を
身
に
つ
け
る
とと
も
に
、国

の
施
策
方
針
へ
の
理
解
を深

め
る
。

○
学
校
の
具
体
的
な
課
題
に
即
した
研
修
を

実
践
す
る
こと
で
得
られ

る
満
足
度
を
高
め
、

オ
ン
ライ
ン
研
修
の
み
参
加
の
新
任
校
長
も
、

自
校
の
マネ
ジ
メン
トに
生
か
そう
とす
る
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

○
従
来
の
研
修
と比

較
した
研
修

の
満
足
度
有
用
感
の
向
上
。

○
管
理
職
研
修
の
在
り方

の
実
践

的
な
プ
ログ
ラム
の
確
立
と他

の
研

修
へ
の
波
及
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）
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【参考】令和４年度第２次補正予算 

 

○ オンライン研修コンテンツの開発促進や研修の成果確認・評価モデルの開発によ

る教員研修の高度化を推進 

教員研修高度化推進支援事業           ２，２５１，４０２千円 

「新たな教師の学び」を実現し、教師が合理的かつ効率的に研修を受講できるよ

うにするため、オンライン研修コンテンツを開発・充実させる。また、教育委員

会・学校法人と大学等が協働して研修高度化を進める取組をモデル開発し、成果

の横展開を図ることで、全国的な研修観の転換・定着を図る。 

 

○ 全国的な研修履歴記録システムと各教育委員会や大学等が提供する研修コンテン

ツを一元的に収集・整理・提供するプラットフォームを一体的に構築 

研修受講履歴記録システム・教員研修プラットフォームの一体的構築 

２７５，４６６千円 

＜研修受講履歴記録システムの構築＞ 

教師の研修受講履歴を記録する新たなシステムを国が主導して開発し、効率的

な記録作成、管理、閲覧を可能にする。 

＜教員研修プラットフォームの構築＞ 

教職員支援機構、教育委員会、大学、民間等が提供する研修コンテンツを一元

的に収集・整理・提供するプラットフォームを構築し、いつでも、どこからでも

必要な研修を受講できる環境を整備する。 

研修受講履歴記録システムと自動連携し、教員育成指標との関連の「見える

化」や必要な研修を検索する機能等を整備する。 

 

○ 全国的な研修拠点である(独)教職員支援機構の施設改修等による環境整備 

独立行政法人教職員支援機構施設整備費補助金     １８５，６５０千円 

研修受講者が安全・安心に研修に専念できる研修・宿泊環境の形成及び災害時

の一時避難所としての環境整備を図るため、老朽化している施設について必要な

改修・修繕を実施。 
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２． 
GIGA スクール構想の着実な推進と 

学校 DX の加速 
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（１）教育 DX を⽀える基盤的ツールの整備・活⽤ 

 

（前 年 度 予 算 額   ５２６，７５８千円） 

令和５年度予算額(案)  ５７９，９１６千円 

 

１．要旨 

教育 DX の推進のため、必要な共通ルールとツールを整備し、データを活用していく観点か

ら、以下に集中的に取り組む。 

① 文部科学省が開発した CBT システム（MEXCBT：メクビット）の改善・活用推進 

② 文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey）の開発・活用促進        

③ 教育データの利活用の推進 

 

２．内容 

① 文部科学省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推進 419,340 千円（355,437 千円） 

MEXCBT について、更なる機能開発・拡充、利便性向上により、全国学力・学習状況調

査、地方自治体独自の学力調査の CBT 化における活用、高等教育やリカレント教育等で

の活用を促進する。 

② 文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey）の開発・活用促進  

58,676 千円（50,354 千円） 

文部科学省から教育委員会や学校等を対象とした業務調査において、集計の迅速化、

教育委員会等の負担軽減にも資するシステムを開発し、調査の実施及び可視化の促進

を行う。 

③ 教育データの利活用の推進             101,900 千円（120,967 千円） 

教育データの利活用を推進し新たな知見を創出するため、データ標準化の推進や活

用促進のための仕組み構築、教育データの分析、教育データ利活用にあたり留意すべき

点の整理、web 上の学習コンテンツの充実等を行う。 
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教
育

D
Xを
支
え
る
基
盤
的
ツ
ー
ル
の
整
備
・活
用

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

58
0百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

52
7百

万
円
）


教
育
デ
ー
タの
利
活
用
の
促
進
に
は
基
盤
とな
る
ル
ー
ル
とツ
ー
ル
の
整
備
が
重
要
で
あ
る
。


これ
まで
は
ツー
ル
の
整
備
等
を
各
主
体
が
バ
ラバ
ラと
取
り組

ん
で
お
り、
必
要
な
知
見
や
成
果
が
散
在
して
い
る
とこ
ろ
、全

国
に
共
通
で
整
備
が
必
要
な
ツ
ー
ル

に
つ
い
て
は
、文
部
科
学
省
に
お
い
て
基
盤
的
ツ
ー
ル
の
整
備
を
行
う必

要
が
あ
る
。


教
育
デ
ー
タ
の
利
活
用
に
向
け
た
共
通
ル
ー
ル
を
整
備
し、
様
々
な
シ
ス
テ
ム
を
相
互
連
携
・一
体
的
に
運
用
し、
効
果
的
な
分
析
・研
究
を
す
る
こと
で
、政

策
実
践
を改

善
す
る
仕
組
み
を構

築
す
る
こと
が
必
要
。


文
部
科
学
省

CB
Tシ
ス
テ
ム
（

M
EX

CB
T：

メ
ク
ビ
ット
）
を
、希

望
す
る
全
国
の
児
童
生
徒
・学
生
等
が
、オ
ン
ラ
イ
ン

上
で
学
習
・ア
セ
ス
メ
ン
ト
で
き
る
公
的
な

CB
Tプ
ラ
ット
フ
ォ
ー
ム
とし
て
提
供
し
、デ
ジ
タル

な
らで

は
の
学
び
を
実
現
。

※
M
EX
CB
Tは
、令

和
２
年
に
開
発
を行

い
、令

和
４
年

12
月
時
点
、約

24
,0

00
校
、7

25
万
人
が
登
録
。


記
述
式
自
動
採
点
の
実
装
な
どの
機
能
開
発
・拡
充
、利

便
性
向
上
に
よ
り、

1人
1台

端
末
の
普
段
使
い
に
お
け
る
活
用
を

促
進
。


令
和
５
年
４
月
の
全
国
学
力
・学
習
状
況
調
査
中
学
英
語
「話
す
こと
」調
査
に
お
い
て
、M
EX
CB
Tを
活
用
予
定
。


その
他
、地

方
自
治
体
独
自
の
学
力
調
査
等
の
CB
T化

に
お
け
る
活
用
を促

進
。


大
学
等
や
リカ
レン
ト教

育
に
お
け
る
更
な
る
活
用
を推

進
。

（
３
）
教
育
デ
ー
タ
の
利
活
用
の
推
進
（

10
1,

90
0千

円
）


教
育
デ
ー
タ利

活
用
に
不
可
欠
な
デ
ー
タ
標
準
化
の
推
進
や
活
用
促
進
の
た
め
の
仕
組
み
構
築
、M
EX
CB
Tの
解
答
結
果
等
を活

用
した
教
育
デ
ー
タ
の
分
析
、w

eb
上
の
学
習
コ

ン
テ
ン
ツ
の
充
実
・活
用
促
進
や
生
涯
学
習
分
野
の
学
習
履
歴
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
関
す
る
調
査
研
究
を行

い
、教

育
現
場
へ
の
フィ
ー
ドバ
ック
や
新
た
な
知
見
の
創
出
を図

る
。

※
令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
に
お
い
て
、教

育
デ
ー
タを
利
活
用
す
る
に
あ
た
って
、個

人
情
報
等
に
関
して
安
心
・安
全
を確

保
す
る
た
め
、自

治
体
等
が
留
意
す
べ
き点

を整
理

した
ガ
イド
ライ
ン
を作

成
。（

59
百
万
円

【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】）

（
２
）
文
部
科
学
省

W
EB
調
査
シ
ス
テ
ム
（

Ed
uS

ur
ve

y）
の
開
発
・活
用
促
進
（
運
用

58
,6

76
千
円
）

（
開
発

24
百
万
円

【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】）


文
部
科
学
省
か
ら
教
育
委
員
会
や
学
校
等
を
対
象
とし
た
業
務
調
査
に
お
い
て
、調

査
集
計
の
迅
速
化
、教

育
委
員
会
等

の
負
担
軽
減
に
も
資
す
る
シ
ス
テ
ム
を開

発
。


学
校
現
場
や
教
育
委
員
会
か
ら
も
調
査
結
果
の
自
動
集
約
や
即
時
的
な
可
視
化
・分
析
や
利
活
用
の
ニ
ー
ズ
が
高
い
。


令
和

4年
度
に
お
い
て
は
、約

30
の
調
査
を
試
行
。更

な
る
利
便
性
向
上
な
どを
実
施
し、
令
和
５
年
度
は
約

10
0の
調
査
を

実
施
予
定
。

学
校
か
ら

自
宅
か
ら

Be
fo
re

Af
te
r

（
１
）
文
部
科
学
省

CB
Tシ
ス
テ
ム
（

M
EX

CB
T）
の
改
善
・活
用
推
進
（
運
用

41
9,

34
0千

円
）
（
開
発

29
5百

万
円
【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】）

令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
額

37
8百

万
円
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（２）教育データを活⽤した分析・研究の推進等
（教育データサイエンス推進事業）

（前 年 度 予 算 額 ９，９９４千円） 

令和５年度予算額(案)  ８６，４５０千円 

１．要旨 

教育分野の政策立案・実施にあたり、これまではデータによる現状把握、それを踏まえた

効果検証が十分ではない状況にある。GIGA スクール構想の進展により、教育データの利活

用の可能性が広がる中、教育においてもデータの分析結果を効果的に反映できる環境を整

備することが必要である。 

 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月閣議決定）において、教育分野

に関するプラットフォームの取組の推進が盛り込まれており、「教育再生実行会議第十二次

提言」（令和３年６月）においても、公的な教育データプラットフォームの必要性が提言さ

れている。 

このような状況を踏まえ、教育データサイエンスセンターにおいて、教育データを活用し

た研究の拠点（ハブ）として、教育データサイエンス普及のための基盤整備及び教育データ

利活用に係る研究・支援を実施するものである。 

２．内容 

（１）公教育データ・プラットフォームの構築        59,950 千円（新規）

国の教育分野の調査データや研究成果等を集約する公教育データ・プラットフォー

ム（試行版）の運用保守

（２）教育データを活用した分析・研究の推進  26,500 千円（9,994 千円） 

モデルケースとなり得る先進的な研究（公募型）を実施し、教育分野のデータ駆動

型の分析・研究を戦略的に推進 
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デ
ー
タ駆

動
型
教
育
へ
の
転
換
の
た
め
の
基
盤
整
備

•
デ
ー
タに
基
づ
く施
策
の
立
案
・改
善
の
促
進

•
教
育
デ
ー
タを
活
用
した
研
究
の
活
性
化

•
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
ア
クセ
ス
件
数
（
構
築
後
設
定
）

教
育
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
推
進
事
業

教
育
再
生
実
行
会
議
第
十
二
次
提
言
（
令
和

3年
6月

）
等
に
示
され
た
デ
ー
タ駆

動
型
の
教
育
を実

現
し、
さら
な
る
教
育
の
質
向
上
を図

る
た
め
、教

育
デ
ー
タを
効
果
的
に
収
集
・

分
析
し、
その
結
果
の
活
用
を促

進
す
る
た
め
の
環
境
整
備
等
が
求
め
られ
て
い
る
。

それ
を踏

まえ
、国

立
教
育
政
策
研
究
所
教
育
デ
ー
タサ
イエ
ンス
セ
ンタ
ー
に
お
い
て
、我

が
国
の
教
育
デ
ー
タ分

析
・研
究
、成

果
共
有
の
拠
点
（
ハ
ブ）

とし
て
、教

育
デ
ー
タや
取
組

を共
有
す
る
た
め
の
基
盤
整
備
、教

育
デ
ー
タ分

析
・研
究
の
推
進
等
を実

施
す
る
。

背
景
・課
題

１
公
教
育
デ
ー
タ
・プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
の
構
築

60
百
万
円
（

R3
補
正
予
算

:3
26
百
万
円
）

国
の
教
育
分
野
の
調
査
デ
ー
タや
研
究
成
果
等
を
集
約
す
る

公
教
育
デ
ー
タ・
プラ
ット
フォ
ー
ム
（
試
行
版
）
の
運
用
保
守

［
R4
年
度
：
試
行
版
構
築
、R

5年
度
：
運
用
開
始
］

•
構
築
・運
用
す
る
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
（
総
数
（
予
定
）

1件
）

ア
ウ
ト
プ
ット

(活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム

(成
果
目
標

)
イ
ン
パ
ク
ト

(国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

事
業
内
容

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

86
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

10
百
万
円
）

公
教

育
デ
ー
タ
・
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
試
行
版
）
概
要

２
教
育
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
分
析
・研
究
の
推
進

27
百
万
円
（

R4
予
算

:1
0百
万
円
）

モデ
ル
ケ
ー
ス
とな
り得

る
先
進
的
な
研
究
（
公
募
型
）
を

実
施
し、
教
育
分
野
の
デ
ー
タ駆

動
型
の
分
析
・研
究
を

戦
略
的
に
推
進

等

国
が

実
施
し
た
教

育
分

野
の

自
治
体
・
学

校
等
の

状
況

に
関

す
る
調

査
デ
ー
タ
や
研

究
成

果
・
取

組
事

例
を
集

約
す
る
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
を
構

築
し
、
デ
ー
タ
に
よ
る
現

状
把

握
や
そ
れ
を
踏

ま
え
た
政

策
・
実

践
の

改
善

・
充

実
、
新

た
な
知

見
の

創
出

に
つ
な
が
る
研
究
の
活
性
化
を
図
る
。
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【参考】令和４年度第２次補正予算 

○ 教育 DX を支える基盤的ツールの整備・活用、教育データ分析の推進等

教育 DX を支える基盤的ツールの整備・活用 ３７７，８５９千円 

文部科学省 CBT システム（MEXCBT）と WEB 調査システム（EduSurvey）の機能改

善・拡充を実施するとともに、教育データを利活用するにあたって、個人情報等

に関して安心・安全を確保するため、自治体等が留意すべき点を整理したガイド

ラインを作成する。

全国学力・学習状況調査の CBT 化に向けた実施準備    １０９，５８０千円 

全国学力・学習状況調査の CBT 化の着実な実現に向けた実施準備として、CBT 形

式の問題作成を実施する。 
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３． 
⽣涯を通じた障害者の学びの推進、 
特異な才能のある児童⽣徒への⽀援 
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（１）学校卒業後における障害者の学びの⽀援推進事業 
 

（前 年 度 予 算 額  １３４，３８６千円） 

令和５年度予算額(案)  １４１，４１２千円  

 

１．要旨 

平成 26 年の障害者権利条約の批准や平成 28 年の障害者差別解消法の施行等も踏まえ、

学校卒業後の障害者が生涯を通じて学び、社会参加できる社会や、共に学び、生きる共生社

会の実現に向けた取組を推進することが急務である。 

「障害者の生涯学習の推進方策について（報告）」（平成 31 年３月 学校卒業後における

障害者の学びの推進に関する有識者会議）では、目指す社会像として「誰もが、障害の有無

にかかわらず共に学び、生きる共生社会」を掲げている。その実現に向けて、障害者本人の

主体的な学びの重視や、学校教育と卒業後の学びの接続の円滑化、障害に関する社会全体の

理解の向上等の推進を求めている。 

学校卒業後の障害者の社会参加・活躍を推進するため、都道府県を中心とした地域コンソ

ーシアムを全国各ブロックで形成し、持続可能な生涯学習支援体制を構築するとともに、市

区町村と民間団体の連携による生涯学習プログラムの開発・実施に取り組む。 

また、大学・専門学校等における多様な学びの場の拡充に取り組むとともに、これらの取

組が加速的に拡充するための方策を検討する。さらに、自治体に向けての取組として、自治

体の主体的な取組の促進と人材育成のためにアドバイザーの派遣を実施するほか、様々な

取組の成果を都道府県内や全国に普及するためのコンファレンス、障害理解啓発フォーラ

ム等の実施や障害者それぞれの障害特性やニーズを踏まえた学びの充実に向けた調査研究

を実施する。 

 

２．内容 

「障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」の実現に向け、障害者の持続的な

学びの基盤を整備する。 

＜１＞地域における持続可能な学びの支援に関する実践研究 

115,730 千円（114,639 千円） 

（１）地域コンソーシアムによる障害者の生涯学習支援体制の構築（体制整備と人材育成

等） 

都道府県（指定都市）が中心となり、大学や特別支援学校、社会福祉法人、地元

企業等が参画する障害者の生涯学習のための「地域コンソーシアム」を形成し、支

援体制を構築する（10 箇所）。学びの場の拡大に向けて、市区町村職員向けの人材育

成研修モデルを開発・実証する。 
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（２）地域連携による障害者の生涯学習機会の拡大促進（学習プログラム開発）

障害者の生涯学習のノウハウが乏しい市区町村が、実績のある民間団体等と組織

的に連携し、主に公民館等の社会教育施設を活用した生涯学習プログラムを開発・

実施する（30 箇所）。障害当事者のニーズや地域資源等を踏まえ、ICT 等の活用や

様々な体験活動を含む効果的な学習内容となるように留意する。

（３）大学・専門学校等における生涯学習機会創出・運営体制のモデル構築（高等教育機

関におけるモデル構築） 

大学入学者選抜等によって進学が困難な障害者（特に知的障害者）が、特別支援

学校高等部を卒業した後も学び続けることができる生涯学習プログラムを大学・専

門学校等が開発・実施する（６箇所）。 

＜２＞生涯学習を通じた共生社会の実現に関する調査研究   3,332 千円（3,332 千円） 

障害者が生涯学習活動に参加する際の阻害要因・促進要因を発達段階や障害種に

応じて把握する調査等を実施し、障害者の生涯学習の実態や普及状況を把握する。

また、事業全体の成果指標やロジックモデルに基づき、事業成果のアウトカムを適

切に補足する調査として実施する。 

＜３＞自治体の主体的な取組の促進と人材育成に向けた普及・啓発 

22,350 千円（16,415 千円） 

障害者の学びの支援に向けた新規事業の立ち上げや効果的な事業促進に関する相

談支援体制の強化のために、都道府県や市区町村、民間団体等を対象としたアドバイ

ザー派遣を実施する。アドバイザーは、団体間のネットワーク構築のための具体的な

助言や技術的支援を行うとともに、取組の横展開に向けた体制構築等を支援する。ア

ドバイザーを担う人材は、これまで先進的な取組に携わってきたコーディネーターや

大学教員等を想定する。 

そのほか、施策の促進に向けて、各事業の計画等に助言を行う有識者を含めた連絡

会議を設置し、ネットワーク化を促進する。事業により開発された「生涯学習プログ

ラム」の成果普及や実践交流等を行うため、コンファレンス（実践交流会）を実施す

る。障害の理解促進や共生社会実現に向けて、障害当事者等の参画も得て「障害理解

啓発フォーラム」を実施する。 
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４． 
外国⼈の受⼊れ拡⼤に対応し、 
共⽣社会の実現を図るための 

⽇本語教育・外国⼈児童⽣徒等への 
教育等の充実 
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（１）外国⼈児童⽣徒等への教育の充実

（前 年 度 予 算 額  １，１３２，２９９千円） 

令和５年度予算額(案)  １，１９５，８４６千円 

１．要旨 

我が国には外国人が令和３年６月末時点で 282 万人在留している。深刻な人手不足を踏

まえ、出入国管理及び難民認定法が改正され、平成 31 年４月から、新たな在留資格「特定

技能」が創設されるなど、今後、更なる在留外国人の増加が見込まれており、就労する外国

人は令和３年 10 月末時点で 173 万人となっている。 

こうした背景に伴い、公立の小学校、中学校、高等学校等における日本語指導が必要な児

童生徒数は、約 10 年で 1.8 倍（約 5.8 万人）と大幅に増加し、母語や文化的背景などの多

様化も進んでいるほか、集住地域・散在地域でのそれぞれの課題も表面化している。特に、

散在地域における学校での指導体制の構築等を進める必要がある。さらに、ウクライナから

日本に避難し、日本の学校に就学を希望する児童生徒のための就学相談や就学した子供た

ちへの日本語指導を含めた支援体制づくりも喫緊の課題と言える。 

政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）を策定

し、「日本語教育の推進や外国人児童生徒等の就学促進」「学校における日本語指導体制整

備」を明記したことから、最重要課題として、本事業を拡充し、推進する必要がある。また、

外国人の受入れ・共生のための取組を政府一丸となって推進していくために策定された「外

国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」及び「外国人材の受入れ・共生のための総

合的対応策（令和４年度改訂）」（いずれも令和４年６月 14 日外国人材の受入れ・共生に

関する関係閣僚会議決定）には、「外国人の子供の就学促進事業」「帰国・外国人児童生徒

等に対するきめ細かな支援事業」の活用を地方公共団体に促し、プレスクールの実施の推

進、学校での日本語指導体制の構築、外国人児童生徒等教育アドバイザーの活用する必要性

等が明記されている。さらに高等学校における日本語指導の充実が明記されており、高等学

校における日本語指導の充実を図るとともに、中途退学防止を含めた包括的な支援体制を

構築していくことが求められている。 

加えて、「日本語教育の推進に関する法律」（令和元年法律第 48 号）が公布・施行され、

同法第 10 条の規定により、「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進す

るための基本的な方針」（令和２年６月 23 日閣議決定）が策定されるとともに、同法第 12

条の規定において、国は外国人児童生徒等に対する日本語及び教科指導等の充実を可能と

する教員等の配置に係る制度の整備、教員等の養成及び研修の充実、就学の支援その他の必

要な施策を講ずるものとされており、外国人児童生徒等教育の充実に向けた取組が法制上

も求められているところである。 
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 文部科学省としては、これらを踏まえ、外国人の子供たちが将来にわたって我が国に居住

し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に、就学を促進する

とともに、学校等において日本語指導を含めたきめ細かな指導を行うなど、全国的な教育機

会の確保・教育水準の確保を図るため、以下の取組を行う。 

 

２．事業の内容 

（１）帰国・外国人児童生徒教育等に係る研究協議会等       709 千円（709 千円） 

帰国・外国人児童生徒等教育や国際理解教育の充実に資するため、都道府県・指定

都市教育委員会の担当指導主事等を対象に、必要な施策やその実施に当たっての諸課

題、地域における取組等について研究協議、実践交流、情報交換等を行う。 

（２）帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

【補助率 1/3】 1,138,823 千円（1,058,282 千円） 

Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業 

                                          1,038,810 千円（951,149 千円） 

帰国・外国人児童生徒等の受入れから卒業後の進路までの一貫した指導・支援体制

を構築し、就学促進を図るためにも、外国人児童生徒等の公立学校への受入促進、日

本語と教科の統合指導や生活指導等を含めた総合的・多面的な指導の充実、指導・支

援体制の整備、多言語翻訳システムや遠隔指導等 ICT の活用の促進、外国人高校生等

に対するキャリア教育をはじめとした支援の充実など、自治体の外国人児童生徒等の

教育の充実に係る取組に対して支援する。 

＜補助対象：都道府県・市区町村（指定都市・中核市以外は間接補助）＞ 

Ⅱ 外国人の子供の就学促進事業           100,013 千円（107,133 千円） 

生活・家庭環境、国籍・言語など多様な背景・事情により、就学に課題を抱える外

国人の子供の就学を促進するため、自治体が行う就学状況の把握、就学ガイダンスや

学校外での就学につなげるための日本語指導等に係る自治体の取組に対して支援す

る。 

＜補助対象：都道府県・市区町村＞ 

（３）日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業  

20,742 千円（20,940 千円） 

自治体等への指導・助言等を行うアドバイザリーボードの設置運営や、外国人児童

生徒等向けの学習教材・文書作成などに利用されるポータルサイト「かすたねっと」

の整備、就学状況や学校での日本語指導に係る実態把握のための継続的な調査実施な

ど、外国人児童生徒等教育に関する支援基盤を構築する。 

（４）児童生徒の日本語能力把握の充実に向けた調査研究      35,572 千円（新規） 

「*外国人児童生徒のための*JSL 対話型アセスメント～*DLA～」を踏まえた能力記述

文（Can-Do）を作成し、検証を行うとともに、学校が日本語指導の目標や指導内容決
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定する際に、能力記述文を用いた児童生徒の日本語能力の評価結果を活用できるよう

に、学校における活用方法を具体的に示した資料を作成する。 

また、散在地域において、日本語指導の対象となる児童生徒の把握が適切に行われ

るために、教育委員会と関係機関が連携したネットワークを構築し、学校において日

本語能力を含めた児童生徒等の実態把握ができる体制整備に関する研究を実施する。 

*外国人児童生徒のための*JSL 対話型アセスメント～DLA～：

学校において児童生徒の日本語の能力を把握するための評価ツール 

*JSL：Japanese as a Second Language(第 2 言語としての日本語)

*DLA：Dialogic Language Assessment for Japanese as a Second Language
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の
目
標

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
等
の
教
育
支
援
基
盤
整
備
事
業

21
百
万
円
（

21
百
万
円
）

・「
か
す
た
ね
っと
」に
よ
る
多
言
語
文
書
、日

本
語
指
導
教
材
等
の
提
供

・ア
ドバ
イザ
ー
の
派
遣

・外
国
人
の
子
供
の
就
学
状
況
等
調
査

・高
等
学
校
「特
別
の
教
育
課
程
」制
度
周
知
、資

料
作
成

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）
日
本
語
指
導
に
係
る
施
策
立
案
に
関
す
る
助
言
・指
導
や
情
報
共
有
な
どが
図
られ
、外

国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
支
援
体
制
の
基
盤
が
形
成
され
る

外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業
（

H
27
年
度
～
）

10
0百
万
円
（

10
7

百
万
円
）

＜
支
援
メニ
ュー
＞

補
助
率

3分
の

1
・就
学
状
況
等
の
把
握
、就

学
ガ
イダ
ンス

・日
本
語
指
導
、学

習
指
導

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

不
就
学
を
防
止
し、
全
て
の
外
国
人
の
子
供
の
教

育
機
会
が
確
保
され
る

児
童
生
徒
の
日
本
語
能
力
把
握
の
充
実
に
向
け
た
調
査
研
究
（
新
規
）

36
百
万
円

・「
外
国
人
児
童
生
徒
の
た
め
の

JS
L対
話
型
ア
セ
ス
メン
ト」
を
踏
ま
え
、児

童
生
徒
の
日
本
語
能
力
を
評
価
す
る
とと
も
に
、日

本
語
指
導
の
目
標
や
指

導
内
容
決
定
の
基
礎
とな
る
能
力
記
述
文
（

Ca
n-

D
o）
を
作
成
す
る

・散
在
地
域
に
お
い
て
、関

係
機
関
が
連
携
し、
日
本
語
能
力
を
含
む
児
童
生
徒
の
実
態
把
握
の
方
法
・体
制
を
研
究
す
る

⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

児
童
生
徒
の
日
本
語
能
力
評
価
に
際
し、
客
観
的
な
評
価
ツー
ル
を
活
用
す
る
こと
に
よ
り適

切
な
指
導
が
実
施
され
る

散
在
地
域
に
お
い
て
、関

係
機
関
が
連
携
し、
児
童
生
徒
の
日
本
語
能
力
等
の
実
態
を
踏
ま
え
た
、指

導
体
制
が
整
備
され
る

現 状 ・ 課 題

入
国
・就
学
前

義
務
教
育
段
階

高
等
学
校
段
階

•
約
１
万
人
が
不
就
学
の
可
能
性

•
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
は
約

5.
8万

人
•
うち
、特

別
の
指
導
を
受
け
られ
て
い
な
い
児
童
生
徒
が
約
１
割
存
在

•
年
間
で

5.
5%

が
中
退

•
大
学
等
進
学
率
は

51
.8
％

進
学
・

就
職
へ

①
就
学
状
況
の
把
握
、就
学
の

促
進

②
指
導
体
制
の
確
保
・充
実

③
日
本
語
指
導
担
当
教
師
等
の
指
導
力
の
向
上
、支
援
環
境
の
改
善

⑤
異
文
化
理
解
、母
語
・母
文
化
を
尊
重
し
た
取
組
の
推
進

④
中
学
生
・高
校
生
の
進
学
・

キ
ャリ
ア
支
援
の
充
実

体 制 整 備 指 導 内 容 構 築

外
国
人
児
童
生
徒
等
へ
の
教
育
の
充
実

帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
教
育
等
に
係
る
研
究
協
議
会
等

0.
７
百
万
円
（

0.
7百
万
円
）

帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
事
業
（

H
25
年
度
～
）

1,
03

9百
万
円
（

95
1百
万
円
）

＜
支
援
メニ
ュー
＞

補
助
率

3分
の
１

・拠
点
校
方
式
に
よ
る
指
導
体
制
構
築

・日
本
語
指
導
者
、母

語
支
援
員
派
遣

・オ
ンラ
イン
指
導
や
多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
等
の

IC
T活

用
・高
校
生
に
対
す
る
包
括
的
な
支
援

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

学
校
生
活
に
必
要
な
日
本
語
指
導
、教

科
との
統
合
指
導
、進

路
指
導
な
ど、
外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
総
合
的
・多
面
的
な
指
導
・支
援
体
制
が

地
域
の
実
情
に
沿
って
構
築
され
る

日
本

語
指

導
の

体
制

整
備

就
学

促
進

イ
ン
パ
ク
ト

全
て
の
外
国
人
の
子
供
が
就
学
す
る
機
会
を
得
る
とと
も
に
、日

本
語
指
導
が
必
要
な
全
て
の
児
童
生
徒
が
学
校
で
充
実
した
教
育
を
受
け
る
こと
で
、

日
本
に
お
け
る
生
活
の
基
礎
を
身
に
付
け
、そ
の
能
力
を
伸
ば
し未

来
を
切
り拓

くこ
とが
で
き
る

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

1,
19

6百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

1,
13

2百
万
円
）
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５． 
海外で学ぶ⽇本⼈児童⽣徒の 

教育機会の充実 

－ 25 －



（１）在外教育施設の機能強化（教師派遣、プログラム⽀援等）

（前 年 度 予 算 額  １７，１７１，９１４千円） 

令和５年度予算額(案)   １７，９２７，０４３千円 

１．要旨 

海外に在留する日本人の子供に日本国内の学校教育に準じた教育を実施することを目的

として、日本人学校や補習授業校等の在外教育施設が設置されている。 

 急速な社会のグローバル化の進展に伴い、企業等の海外進出により帯同する子供の教育

環境の整備・充実も不可欠である。また、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する

態度や、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を

身に付け、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成の推進が求められている。 

 本年６月に「在外教育施設における教育の振興に関する法律」（令和４年法律第 73 号）が

公布・施行され、在外教育施設における教育の振興についての法的位置付けが明確となった。

この法律においては、基本理念として、①在留邦人の子の教育を受ける機会の確保に万全を

期すること、②在外教育施設における教育環境と国内の学校における教育環境が同等の水

準となることが確保されることを旨とすること、そして、③在留邦人の子の異なる文化を尊

重する態度の涵養と我が国に対する諸外国の理解の増進が図られるようにすることが定め

られている。これらの理念、更には、本法律の規定する基本的施策や現在策定に向けた検討

を進めている基本方針、「在外教育施設未来戦略 2030」（令和３年６月）等を踏まえ、国内

と同等の学びの環境整備や「選ばれる在外教育施設づくり」に向けた特色化支援など、在外

教育施設がグローバル人材の育成や国際相互理解の増進に寄与するための取組の推進を図

る。 

２．事業の内容

・在外教育施設の教育環境の改善

国内と同等の学びの環境を整備するため、派遣教師の計画的な配置を実現し、少人数

によるきめ細かな指導体制の整備、免許外指導の縮小、特別支援教育や日本語指導の充

実を図る。

在外教育施設派遣教師 1,341 人 → 1,361 人 

・「選ばれる在外教育施設づくり」に向けた多様性・特色化支援 

 多様なニーズを包摂する各学校の教育支援の充実を図るための優れた教育プログラ

ムの開発支援や、在外教育施設の教育や運営に対して指導助言等を行う在外教育アドバ

イザーの設置など、在外ならではの特色化・多様化を推進するための支援の充実を図る。 
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【在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
令
和

4年
法
律
第

73
号
）
に
基
づ
く総
合
的
な
施
策
の
推
進
】

１
．
在
外
教
育
施
設
の
教
育
環
境
の
改
善

２
．
「選
ば
れ
る
在
外
教
育
施
設
づ
くり
」に
向
け
た
特
色
化
・多
様
化
支
援

令
和

5年
度

予
算

額
（

案
）

17
,9

27
百

万
円

（
前

年
度

予
算

額
17

,1
72

百
万

円
）

（
１

）
派

遣
教

師
数

の
改

善
17

,6
97
百
万
円
（

73
9百

万
円
増
）

◆
在

外
教

育
施

設
教

員
派

遣
事

業
等

派
遣

教
師

に
対

し、
赴

任
・帰

国
旅

費
及

び
在

勤
手

当
等

、都
道

府
県

等
に

対
し、

教
師

派
遣

に
係

る
経

費
を

交
付

☞
派

遣
教

師
数

少
人

数
に

よ
る

きめ
細

か
な

指
導

体
制

の
計

画
的

な
整

備
、免

許
外

指
導

の
縮

小
、

特
別

支
援

教
育

の
充

実
、日

本
語

指
導

の
充

実
、多

様
な

課
題

に
対

応
す

る
た

め
の

適
正

な
教

員
配

置
の

促
進

１
在

留
邦

人
の

子
の

教
育

を
受

け
る

機
会

の
確

保
に

万
全

を
期

す
る

こと
２

在
外

教
育

施
設

に
お

け
る

教
育

環
境

と学
校

に
お

け
る

教
育

環
境

が
同

等
の

水
準

とな
る

こと
が

確
保

され
る

こと
を

旨
とす

る
こと

３
在

留
邦

人
の

子
の

異
な

る
文

化
を

尊
重

す
る

態
度

の
涵

養
と我

が
国

に
対

す
る

諸
外

国
の

理
解

の
増

進
が

図
られ

る
よ

うに
す

る
こと

基 本 理 念

国
内

と同
等

の
教

育
環

境
整

備
とと

も
に

、在
外

な
らで

は
の

特
色

化
・多

様
化

を推
進

す
る

た
め

の
支

援
の

充
実

◆
在

外
教

育
施

設
重

点
支

援
プラ

ン
70
百
万
円
（

19
百
万
円
増
）

（
上
記
１
．
（
３
）
の
内
数
）

・
教

育
の

高
度

化
に

加
え

、
国

際
交

流
の

促
進

と
健

全
な

運
営

の
た

め
の

教
育

基
盤

に
関

す
る

調
査

研
究

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
新

設

◆
在

外
教

育
ア

ドバ
イザ

ー
の

設
置

12
百
万
円
（
上
記
１
．
（
３
）
の
内
数
）

・
学

校
運

営
、

教
育

活
動

の
改

善
へ

の
支

援

ス
クー

ル
カウ

ンセ
ラー

派
遣

／
派

遣
教

師
の

安
全

対
策

等
（

３
）

安
全

管
理

体
制

の
整

備
、教

育
支

援
97
百
万
円
（

20
百
万
円
増
）

◆
派

遣
教

師
の

選
考

・研
修

、校
長

研
究

協
議

会
の

実
施

等

（
２

）
教

育
環

境
の

改
善

13
3百

万
円

教
材

整
備

費
／

通
信

教
育

事
業

費
補

助
等

※
令

和
4年

度
第

2次
補

正
予

算
に

お
い

て
、感

染
症

対
策

支
援

を実
施

。
（

40
百
万
円
【令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】）

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
新
設

法
律
との
関
係

・在
外
教
育
施
設
の
教
職
員
の
確
保

（
第

8条
）

・在
外
教
育
施
設
の
教
職
員
に
対
す
る

研
修
の
充
実
等
（
第

9条
）

・在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
内

容
及
び
方
法
の
充
実
強
化
（
第

10
条
）

・在
外
教
育
施
設
の
適
正
か
つ
健
全
な

運
営
の
確
保
（
第

11
条
）

・在
外
教
育
施
設
の
安
全
対
策
等
（
第

12
条
）

・在
外
教
育
施
設
を
拠
点
とす
る
国
際

的
な
交
流
の
促
進
等
（
第

13
条
）

・調
査
研
究
の
推
進
等
（
第

14
条
）

在
外
教
育
施
設
の
戦
略
的
な
機
能
の
強
化

令
和

4年
度

第
2次

補
正

予
算

額
40

百
万

円

派
遣
教
師
の
増
員

為
替
変
動
へ
の
対
応
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【参考】令和４年度第２次補正予算 

 

在外教育施設における感染症対策支援事業        ３９，９８９千円 

新型コロナウイルス感染者等が発生した在外教育施設において、教育活動を継続

するための体制を整備する場合に、追加的に必要となる保健衛生用品等の購入等

に係る取組や、地域の実情に応じて各在外教育施設が実施する効果的な換気対策

に係る取組等を支援する。 
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６． 
コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との

⼀体的推進等による 
地域や家庭の教育⼒の向上や 

体験活動の充実、 
学校安全体制の整備の推進 

－ 29 －



（１）学校を核とした地域⼒強化プラン

（前 年 度 予 算 額  ７，４４６，１２６千円） 

令和５年度予算額(案) ７，６５０，２５８千円  

１．要旨 

少子化・高齢化の進展、地域のつながりの希薄化、学校規模の小規模化や学校統廃合の進

行等を背景に、子供たちを取り巻く地域力が衰退している。また、学校における働き方改革、

いじめ・不登校、児童虐待の増加等、学校や家庭における子供を取り巻く課題も複雑化・困

難化している。 

学校・家庭・地域がそれぞれこうした課題を解決していくことはもはや困難な状況であ

り、学校のみならず、家庭や地域住民等が相互に連携・協働し、地域全体で子供たちの成長

を担うことが必要不可欠なものとなっている。 

 そのため、本事業では、地域住民等の参画や地域の特色を生かした多様な教育活動の実施

を支援することにより、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えていく社会の実現を

目指し、学校を核とした地域の活性化に繋げる。 

２．主な内容 

（１）地域と学校の連携・協働体制構築事業 7,066,480 千円（6,858,874 千円） 

各地方自治体における、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入及び

充実に向けた取組と地域住民等の参画による学校の働き方改革に資する取組や多様な

学習支援・体験活動等をはじめとした地域学校協働活動を一体的に支援する。 

 これにより、地域と学校の連携・協働を進め、自立的・継続的に課題解決が図られる

地域づくりを実現する。 

（２）地域における家庭教育支援基盤構築事業       74,500 千円（74,500 千円）

家庭教育支援チームの組織化による保護者への学習機会や情報の提供に加え、個別

の支援が必要な家庭に寄り添った相談対応の実施や、それに対応するためのチーム員

等に対する研修の強化への支援などを通じて、地域における家庭教育支援の取組を後

押しする。 
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学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン

背
景 ・

課
題

事
業
内
容

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

77
億
円

（
前
年
度
予
算
額

74
億
円
）

7,
06

6百
万
円
（

6,
85

9百
万
円
）

コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を
一
体

的
に
推
進
す
る
自
治
体
の
取
組
を
支
援
。地

域
と学

校
の

連
携
・協
働
に
よる
学
校
運
営
、地

域
住
民
が
参
画
した
学

習
支
援
・体
験
活
動
や
働
き
方
改
革
に
資
す
る
取
組
な
ど

多
様
な
活
動
を推

進
。

1
地
域
と学

校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

75
百
万
円
（

75
百
万
円
）

家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
組
織
化
に
よる
保
護
者
へ
の
学
習

機
会
や
情
報
の
提
供
に
加
え
、個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
に

寄
り添

った
相
談
対
応
の
実
施
や
、そ
れ
に
対
応
す
るた
め
の
チ
ー

ム
員
等
に
対
す
る
研
修
の
強
化
に
つ
い
て
支
援
。

２
地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

33
8百

万
円
（

33
8百

万
円
）

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
（
防
犯
の
知
識
を
有
す
る
者
）

や
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィア
）
の
活
用
等
に

よ
り、
地
域
と連

携
し
た
学
校
安
全
の
取
組
を推

進
し、
地
域
ぐ

る
み
で
子
供
の
安
全
を見

守
る
体
制
を整

備
。

３
地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

9百
万
円
（

10
百
万
円
）

就
職
や
キ
ャリ
アア
ップ
に
お
い
て
不
利
な
立
場
に
あ
る
高
校

中
退
者
等
を対

象
に
、地

域
資
源
を活

用
しな
が
ら、
高
等

学
校
卒
業
程
度
の
学
力
を身

に
付
け
させ
る
た
め
の
学
習
相

談
及
び
学
習
支
援
等
を
実
施
す
る
自
治
体
の
取
組
を支

援
。

４
地
域
に
お
け
る
学
び
を
通
じ
た

ス
テ
ップ
ア
ップ
支
援
促
進
事
業

99
百
万
円
（

99
百
万
円
）

自
然
体
験
、農

山
漁
村
体
験
、文

化
芸
術
体
験
な
ど宿
泊
を

伴
う様

々
な
体
験
活
動
を通

じて
、児

童
生
徒
の
豊
か
な
人
間

性
や
社
会
性
を育

む
とと
も
に
、自

己
有
用
感
を高

め
、自

らの
役

割
を意

識
させ
る
な
ど一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
発
達
を
促
進
。

５
健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

8百
万
円
（

8百
万
円
）

キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
を都

道
府
県
等
に

配
置
し、
地
元
企
業
等
と連

携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ップ
及
び
地
元
へ
の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャリ
ア
教
育
を推

進
し、

地
元
に
就
職
し地

域
を担

う人
材
を育

成
。

地
域
を
担
う人

材
育
成
の
た
め
の

キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

６

事
業

概
要
：

下
記
①
～
⑥
の
メニ
ュー
を組

み
合
わ
せ
て
実
施
す
る
自
治
体
の
取
組

を総
合
的
に
支
援
す
る
補
助
事
業

対
象

(交
付
先

)
：

都
道
府
県
・政
令
市
・中
核
市
（
以
下
「都
道
府
県
等
」）

補
助

率
：

国
1/

3、
都
道
府
県

1/
3、
市
町
村

1/
3

（
都
道
府
県
等
が
直
接
実
施
す
る
場
合
、都

道
府
県
等

2/
3）

件
数

・
単

価
：

各
メニ
ュー
に
よっ
て
補
助
対
象
とな
る
件
数
・単
価
は
異
な
る

➤
少
子
高
齢
化
、地

域
の
つ
な
が
りの
希
薄
化
等
に
よ
り、
子
供
を
取
り巻

く地
域
力
が
衰
退
して
い
る
。ま
た
、学

校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
へ
の
対
応
、い
じめ
・不
登
校
、

児
童
虐
待
の
増
大
等
、学

校
や
家
庭
が
抱
え
る
課
題
も
複
雑
化
・困
難
化
して
お
り、
学
校
・家
庭
・地
域
それ

ぞ
れ
だ
け
で
の
対
応
で
は
限
界
が
生
じて
い
る
。

➤
学
校
の
み
な
ら
ず
、家
庭
や
地
域
住
民
等
が
相
互
に
連
携
・協
働
し
て
、地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を
担
うこ
とが
課
題
とな
って
い
る
。

➤
自
治
体
が
、そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
効
果
的
な
取
組
を
実
施
で
きる
よう
、複
数
の
事
業
を
組
み
合
わ
せ
た
総
合
的
な
支
援
を
実
施
す
る
。

●
学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
・協
働
体
制
の
構
築

●
地
域
の
多
様
な
関
係
者
の
参
画
に
よ
る
地
域
の
特
色
を

生
か
した
教
育
活
動
の
充
実

学
校
・家
庭
・地
域
が
一
体
とな
って
、子

供
を

取
り巻

く課
題
を
解
決
で
き
る
地
域
を
目
指
す

●
地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を

支
え
る
社
会
の
実
現

●
学
校
を核

とし
た
地
域
活
性
化
に
寄
与
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地
域
と学

校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

～
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
の
一
体
的
推
進
～

背
景 ・

課
題 事
業
内
容

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

71
億
円

（
前
年
度
予
算
額

69
億
円
）

➤
予
測
困
難
な
これ
か
らの
社
会
に
お
い
て
は
、学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
し、
社
会
全
体
で
学
校
や
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る
こと
が
重
要

➤
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
は
、学

校
や
子
供
た
ち
の
課
題
の
解
決
に
向
け
て
、保

護
者
や
地
域
住
民
等
が
一
定
の
権
限
と責

任
を
持
つ
「当
事
者
」と
し
て

学
校
運
営
に
参
画
す
る
学
校
運
営
協
議
会
を
置
く学
校
（
Ｒ
４
時
点
：

15
,2

21
校

)
➤
社
会
教
育
活
動
で
あ
る
地
域
学
校
協
働
活
動
と密

接
に
つ
な
が
る
こと
で
、社

会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
の
実
現
、い
じめ
・不
登
校
、学

校
に
お
け
る

働
き
方
改
革
、福

祉
・ま
ち
づ
くり
・地
域
防
災
な
どの
課
題
に
も
効
果
的
な
対
応
が
可
能
とな
る
た
め
、全

て
の
学
校
で
コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的
に
推
進
す
る
こと
が
必
要

第
２
章

新
しい
資
本
主
義
に
向
け
た
改
革

２
．
社
会
課
題
の
解
決
に
向
け
た
取
組

（
２
）
包
摂
社
会
の
実
現
（
共
生
社
会
づ
くり
）

地
域
と学

校
が
連
携
し
た
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー

ル
の
導
入
を
加
速
す
る
とと
も
に
、…

（
略
）

経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
22

（
令
和

4年
6月

7日
閣
議
決
定
）

【具
体
的
な
取
組
】

対
象

(交
付
先

)
：
都
道
府
県
・政
令
市
・中
核
市

要
件

：
①
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
の
導
入
又
は
導
入
計
画
が
あ
るこ
と

②
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
を配

置
して
い
る
こと

補
助
率

等
：
国

1/
3、
都
道
府
県

1/
3、
市
町
村

1/
3

（
10

,0
00
か
所

×
約

67
万
円
（
国
庫
補
助
）
）

支
援

内
容

：
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
や
地
域
ボ
ラン
テ
ィア
等
に

係
る
諸
謝
金
、活

動
に
必
要
な
消
耗
品
費
等

【事
業
の
概
要
】

コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的
に
推
進
す
る
自
治
体
の

取
組
に
対
す
る
財
政
支
援
（
自
治
体
向
け
補
助
事
業
）

➤
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
の
配
置

○
10

,0
00
か
所
（

30
,0

00
人
）

※
課
題
に
対
す
る
効
果
的
な
取
組
等
を
評
価
し、

推
進
員
の
追
加
配
置
や
常
駐
化
を
可
能
とす
る
。

➤
地
域
学
校
協
働
活
動
の
実
施

①
学
校
の
働
き
方
改
革
に
資
す
る
取
組

②
学
習
支
援
や
体
験
・交
流
活
動

→
特
に
、子
供
を
取
り巻

く課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
活
動
を
充
実

➤
教
育
委
員
会
の
伴
走
支
援
体
制
の
強
化

○
CS
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配
置
（
都
道
府
県
等
）

○
研
修
の
充
実

①
地
域
学
校
協
働
本
部
が
カバ
ー
して
い
る
公
立
学
校
の
数

②
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
や
地
域
学
校
協
働
活
動
に
参
画
した
地
域
住
民
等
の
人
数

③
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
を
導
入
して
い
る
公
立
学
校
の
数

④
各
自
治
体
が
子
供
を
め
ぐる
課
題
に
応
じた
目
標
を
設
定
し、
その
目
標
を
達
成
した
自
治
体
の
割
合

⑤
学
校
に
対
す
る
地
域
や
保
護
者
の
理
解
が
深
ま
った
と認

識
して
い
る
学
校
の
割
合

⑥
地
域
の
子
供
の
成
長
に
貢
献
して
い
る
実
感
が
あ
る
住
民
の
割
合

測
定
指
標
（

K
 P

 I
 ）

⑥
学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・

協
働
して
、自

立
的
・継
続

的
に
地
域
課
題
の
解
決
が

図
られ
る

初
期
ア
ウト
カム
（
成
果
目
標
）

最
終
ア
ウト
カム

（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウト
カム

（
成
果
目
標
）

地
域
学
校
協
働
活
動
を
実

施
す
る
自
治
体
の
増
加

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進

員
等
の
数
の
増
加

ア
ウト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
の
導
入

や
質
の
向
上
に
関
す
る
研
修

会
の
実
施
や
ア
ドバ
イザ
ー
を

派
遣
す
る
自
治
体
の
増
加

①
多
様
な
主
体
が
参
画
し、
様
々
な
地
域
学

校
協
働
活
動
を
継
続
的
に
実
施
す
る
体
制

が
あ
る
地
域
が
増
加

②
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
や
地
域
学
校
協
働
活

動
に
参
画
す
る
地
域
住
民
等
が
増
加

③
地
域
住
民
と課

題
を
共
有
し、
解
決
に
向
け

た
協
議
を
行
う体

制
が
あ
る
学
校
が
増
加

※
④
子
供
を
取
り巻

く課
題
の
類
型
例

・学
校
運
営
上
の
課
題
（
教
育
課
程
へ
の
対
応
、児

童
生
徒
の
問
題
行
動
な
ど）

・学
校
と地

域
の
課
題
（
地
域
防
犯
・防
災
、青

少
年
の
健
全
育
成
な
ど）

・学
校
と家

庭
の
課
題
（
子
供
の
貧
困
、学

校
外
で
の
学
習
習
慣
の
定
着
な
ど）

④
子
供
を
取
り巻

く課
題
が

改
善
した
地
域
が
増
加

⑤
地
域
との
信
頼
関
係
が

向
上
した
学
校
が
増
加

イ
ン
パ
ク
ト

（
目
指
す
姿
）

地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成

長
を
支
え
る
社
会
を
実
現
させ

る
こと
で
、学

校
を
核
とし
た
地

域
の
活
性
化
に
寄
与
。

▶
各
自
治
体
は
、課

題
に
応
じ
た
目
標
を
設
定
し
、事

業
年
度
ご
とに
取
組
の
成
果
分
析
を
実
施
。

▶
国
は
、各

自
治
体
の
成
果
を
取
りま
とめ
、事

業
年
度
ご
とに
事
業
全
体
の
成
果
分
析
を
実
施
。併

せ
て
、全

国
の
好
事
例
及
び
課
題
の
あ
る
事
例
の
共
有
を
通
し
て
、各

自
治
体
の
事
業
の
改
善
に
繋
げ
る
。

事
業
の
ロ
ジ
ック
モ
デ
ル
（
令
和

4年
度
秋
の
年
次
公
開
検
証

(秋
の
レ
ビ
ュー

)よ
り）
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地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

（
「学

校
を核

とし
た

地
域

力
強

化
プラ

ン」
事

業
）

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和

5年
度

予
算

額
（

案
）

75
百

万
円

（
前

年
度

予
算

額
75

百
万

円
）

①
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
家
庭
教
育
支
援
の
促
進

［
66

百
万

］
地

域
に

お
い

て
人

材
の

発
掘

・リ
ー

ダー
の

養
成

等
に

より
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

を組
織

化
し、

保
護

者
へ

の
学

習
機

会
や

情
報

の
提

供
等

を実
施

。
→

 R
５

：
1,

00
0チ
ー
ム

②
個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
へ
の
対
応
強
化

①
に
加
え
て
、特
に
個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
に
対
し

、地
域

か
ら孤

立
しな

い
よう

、
専
門
人
材
も
活
用
し
、個
々
の
状
況
に
寄
り添

い
な
が
ら
、

●
相
談
対
応
や
情
報
提
供

を実
施

。［
7百

万
］

→
 R

５
：

10
0チ
ー
ム

●
地
域
人
材
の
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修

の
実

施
。［

2百
万

］
→

 R
５

：
12

9チ
ー
ム

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

・
家

庭
・学

校
・地

域
の

連
携

・協
力

の
下

、社
会

全
体

で
子

供
た

ち
の

健
や

か
な

育
ち

を支
え

る
環

境
を構

築
。

・
保

護
者

の
子

育
て

環
境

に
子

供
た

ち
の

育
ち

が
左

右
され

る
こと

が
な

くな
り、

不
登

校
・児

童
虐

待
の

減
少

、少
子

化
の

改
善

へ
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

保
護

者
の

不
安

や
課

題
等

へ
の

早
期

対
応

が
可

能
に

な
り、

身
近

な
地

域
に

子
育

て
の

悩
み

を相
談

で
きる

人
が

い
る

保
護

者
の

割
合

が
改

善
す

る
。（

R３
:2

9.
9％

）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

を
1,

00
0チ

ー
ム

設
置

。
・チ

ー
ム

の
半

数
が

アウ
トリ

ー
チ

型
支

援
を実

施
。

【補
助

率
】


事

業
開

始
：

平
成

27
年

度
～

国
1/

3
都

道
府

県
1/

3
市

町
村

1/
3

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く対
応

＜
子
育
て
家
庭
＞

＜
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
＞

学
び
の
場
や

情
報
の
提
供
等

ア
ウ
ト
リー
チ
型

支
援

家
庭
教
育
・子
育
て
に

関
心
が
あ
る
家
庭

個
別
の
支
援
が

必
要
な
家
庭

福
祉
的
な
対
応

が
必
要
な
家
庭

○
子

供
の

学
び

や
育

ち
を家

庭
を含

め
た

社
会

全
体

で
支

援
す

る
こと

が
求

め
られ

る
。

○
約

7割
の

保
護

者
が

子
育

て
に

悩
み

や
不

安
を抱

え
て

い
る

○
地

域
に

お
い

て
子

育
て

の
悩

み
を相

談
で

きる
人

が
い

る
保

護
者

は
約

3割
○

不
登

校
の

増
加

(約
13

万
人

)、
家

庭
の

孤
立

化
に

よる
児

童
虐

待
(約

20
万

件
)の

リス
ク増

①
身

近
な

地
域

に
お

い
て

保
護

者
の

悩
み

・不
安

を解
消

で
きる

家
庭

教
育

支
援

チ
ー

ム
を構

築
す

る
必

要
が

あ
る

。
②

家
庭

教
育

支
援

チ
ー

ム
に

お
い

て
、３

～
４

割
が

アウ
トリ

ー
チ

型
支

援
を実

施
して

い
る

が
、

人
材

の
確

保
が

課
題

とな
って

い
る

。

学
校

・教
育

委
員

会
と

連
携

しつ
つ

、地
域

の
多

様
な

人
材

（
※

）
を

活
用

して
実

施

※
元

教
員

、社
会

教
育

関
係

者
、子

育
て

経
験

者
等
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（２）家庭教育⽀援推進事業

（前 年 度 予 算 額  ４２，９４０千円） 

令和５年度予算額(案)   １９，９１１千円 

１．要旨 

 近年の家庭をとりまく環境の多様化に伴い、子育てについての不安や孤立を感じる保護

者や、子供の社会性や自立心、基本的生活習慣の育成などに課題を抱える家庭が増加するな

ど、家庭教育を行う上での課題が指摘されており、地域全体で家庭教育を支える仕組みづく

りが一層求められている。 

 第３期教育振興基本計画（平成 30 年６月 15 日閣議決定）では、今後５年間の教育政策の

目標の一つに家庭・地域の教育力の向上の推進を挙げ、「多様化する家庭環境に対し、地域

全体で家庭教育を支える」こととしている。具体的には、「妊娠期から学齢期以降までの切

れ目のない支援の実現に向けて、地域における子育て支援と家庭教育支援の連携体制を構

築」すること、「様々な課題を抱えながらも地域から孤立し 自ら相談の場にアクセスする

ことが困難な家庭やその親子に対する支援を強化」することが求められている。 

 このため、本事業においては、社会の変化に応じた家庭教育支援に向けた調査検討を行う

とともに、各地域における実践事例等を全国へ普及啓発し、地域の実情に応じた効果的な家

庭教育支援の取組を推進する。 

２．内容 

（１）家庭教育支援推進のための検討委員会等の開催     2,054 千円（2,441 千円）

社会の変化に応じた家庭教育支援を効果的に行うため、有識者等で構成される委員

会を設置し、支援策の検討を行う。 

（２）家庭教育支援推進のための調査研究の実施 15,175 千円（38,458 千円） 

効果的な家庭教育支援を推進するため、以下を実施する。 

① 家庭教育に関する保護者の状況やニーズを把握するための、家庭の属性を踏ま

えた実態調査

② 自治体における家庭教育支援チームの多様な活動に資する仕組みの充実に向

けて、全国の家庭教育支援チームのノウハウを集約・分析・整理し、民間団体

との連携方策についての実証研究

（３）全国家庭教育支援研究協議会の開催          2,682 千円（2,041 千円）

家庭教育支援に関する効果的な方策を全国に普及啓発するため、子供の基本的な生

活習慣の確立や生活リズムの向上を含めた家庭教育支援に係る優良事例の紹介や効果

的な連携方策の共有を行うとともに、行政や地域における家庭教育支援関係者等によ

る協議の場を設定する。 
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家
庭
教
育
支
援
推
進
事
業
～
効
果
的
な
支
援
方
策
の
調
査
検
討
・普
及
啓
発
～

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

20
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

43
百
万
円
）

〇
家
庭
教
育
支
援
を
効
果
的
に
行
うた
め
、子

育
て
家
庭
の
属
性
を
踏
ま
え
た
きめ
細
か
な
調
査
・分
析
が
必
要
。

〇
保
護
者
の
不
安
や
悩
み
を解

決
で
き
る
人
材
の
確
保
が
課
題
と感

じる
自
治
体
が
多
い
中
、家

庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
設
置
地
域
に
偏
りが
あ
り、

チ
ー
ム
の
組
織
化
の
ノウ
ハ
ウの
な
い
自
治
体
も
あ
る
た
め
、自

治
体
・チ
ー
ム
の
ノウ
ハ
ウの
活
用
や
民
間
団
体
との
連
携
に
よる
対
策
が
必
要
。

家
庭
教
育
支
援
推
進
の
た
め
の
検
討
委
員
会
の
開
催
（
直
轄
）

［
2百

万
円
］

社
会
の
変
化
に
応
じた
家
庭
教
育
支
援
に
つ
い
て
、有

識
者
等
で
構
成

す
る
検
討
委
員
会
を設

置
し、
効
果
的
な
支
援
策
の
検
討
を行

う。

全
国
家
庭
教
育
支
援
研
究
協
議
会
の
開
催
（
直
轄
）

［
3百

万
円
］

家
庭
教
育
支
援
に
関
す
る
効
果
的
な
方
策
を全

国
に
普
及
啓
発
す
る
た
め
、

・優
良
事
例
の
紹
介
や
、効

果
的
な
連
携
方
策
の
共
有

・家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
、家

庭
教
育
支
援
員
の
研
修
・交
流
の
場
を設

定

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

・
家
庭
・学
校
・地
域
の
連
携
・協
力
の
下
、社

会
全
体
で

子
供
た
ち
の
健
や
か
な
育
ち
を支

え
る環

境
を構

築
。

・
保
護
者
の
子
育
て
環
境
に
子
供
た
ち
の
育
ち
が
左
右
さ

れ
る
こと
が
な
くな
り、
不
登
校
・児
童
虐
待
の
減
少
、少

子
化
の
改
善
へ
。

・
研
究
結
果
の
共
有
・普
及
、支

援
員
の
交
流
の
場

とし
て
全
国
協
議
会
を開

催
。

・
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
を1

00
0チ
ー
ム
設
置
。

・チ
ー
ム
の
半
数
が
アウ
トリ
ー
チ
型
支
援
を実

施
。

家
庭
教
育
支
援
推
進
の
た
め
の
調
査
研
究
の
実
施
（
委
託
）
［

15
百
万
円
］

①
家
庭
教
育
に
つ
い
て
の
保
護
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

アフ
ター
コロ
ナ
下
の
保
護
者
の
状
況
や
ニー
ズ
を把

握
す
る
た
め
、家

庭
の
属
性
を

明
らか
に
した
うえ
で
、き
め
細
か
く実
態
を把

握
す
る
アン
ケ
ー
ト調

査
を実

施
。

②
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
充
実
の
た
め
の
調
査
研
究
の
実
施

民
間
に
よ
る
家
庭
教
育
支
援
の
調
査
研
究

自
治
体
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
多
様
な
活
動
に
資
す
る
仕
組
み
の

充
実
に
向
け
て
、全

国
の
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
ノウ
ハ
ウを
集
約
・分
析
・整
理
し、

民
間
団
体
との
連
携
方
策
に
つ
い
て
の
実
証
研
究
を実

施
。


事
業
開
始
：
平
成

29
年
度
～

保
護
者
の
不
安
や
課
題
等
へ
の
早
期
対
応
が
可
能
に
な
り、

身
近
な
地
域
に
子
育
て
の
悩
み
を相

談
で
きる
人
が
い
る

保
護
者
の
割
合
が
改
善
す
る
。（

R３
:2

9.
9％

）
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（３）体験活動等を通じた⻘少年⾃⽴⽀援プロジェクト 
 

（前 年 度 予 算 額   ７２，０６１千円） 

 令和５年度予算額(案)  ７８，７３１千円   

 

１．要旨 

 体験活動等の推進は、社会教育法等の法律に規定されているとおり、青少年の健全育成及

び人格形成のために必要不可欠なものであり、第３期「教育振興基本計画」（平成 30 年６

月 15 日閣議決定）においては、子供たちが達成感や成功体験を得たり、課題に立ち向かう

姿勢を身に付けたりすることができるよう、体験活動を充実することが示されている。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）において

は、非認知能力の育成に向け、様々な体験活動を推進することが明記されており、次代の社

会を担う者として新たな価値を創造する力、対立等を克服する力、責任ある行動をとる力等

を身に付けていくためにもリアルな体験活動が重要である。 

 一方で、少子化や核家族化、デジタル化が進む中、子供たちのリアルな体験が不足してい

る。さらにコロナ禍でこの傾向に拍車がかかっている。また、貧困、障害、不登校、外国籍

等、様々な課題を抱える子供や特別なニーズのある子供への支援が社会的課題になってい

る。 

 これらを踏まえ、文部科学省においては、令和４年２月に「教育進化のための改革ビジョ

ン」を公表し、地域や企業と連携し全ての子供に学校内外でのリアルな体験活動を推進する

こととしている。 

 以上を踏まえ、青少年のリアルな体験活動の機会の充実を図るため、体験活動に関する普

及啓発や調査研究、民間企業が実施する優れた取組に対しての顕彰事業の実施、自然体験活

動のモデル事業を実施するとともに、地域や企業と教育機関の連携促進のための体制構築

を図ることで、社会全体で体験活動を通じた青少年の自立支援を一層促進する。 

 

２．内容 

（１）全国的なリアル体験活動の普及啓発          3,167 千円（3,334 千円） 

家庭や企業、社会教育団体、青少年教育指導者等が体験活動への理解を深めていくた

めのフォーラムなど、体験活動等を定着させるための普及啓発事業を実施する。 

（２）青少年の体験活動の推進に関する調査研究       4,818 千円（6,414 千円） 

青少年の体験活動がもたらす影響について明らかにするため、多様な体験活動の在

り方について、事例の収集や効果の検証を行う。 
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（３）子供たちの心身の健全な発達のための自然体験活動推進事業

48,744 千円（52,253 千円） 

安全・安心にリアルな体験活動を行うためのコロナ禍における長期（４泊５日程度）

の自然体験活動等のモデル事業を行う。 

（４）青少年の体験活動推進企業表彰            4,186 千円（4,186 千円）

社会貢献活動の一環として青少年を対象に優れた実践を行う企業を表彰し、その取

組を全国的に広く紹介する。 

（５）企業等と連携した体験活動推進体制構築事業        13,018 千円（新規）

子供たちのリアルな体験の機会充実のため、デジタル化やコロナ対応を踏まえなが

ら、体験活動の推進に取り組む地域や企業と教育機関の連携促進のための体制構築を

図る。 

≪事業内容≫ 

【全国的な推進体制の構築】  

・地域の取組のサポート（伴走支援や好事例の横展開等）

・多様な主体をマッチングするシステムやマニュアルの構築

・体験活動に積極的な企業、教育機関の見える化

【地域における推進体制の構築】 

・地域や企業、教育機関等、多様な主体の連携による体験活動の推進体制の構築

・取組を持続的に推進していく仕組みの構築

（６）事業企画評価委員会の開催 4,798 千円（5,874 千円） 
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0

体
験
活
動
等
を
通
じ
た
青
少
年
自
立
支
援
プ
ロ
ジ
ェク
ト

背
景
・課
題

1.
全
国
的
な
リア
ル
体
験
活
動
の
普
及
啓
発
（
委
託
：
継
続

H
23
～
）


家
庭
や
企
業
、社

会
教
育
団
体
、青

少
年
教
育
指
導
者
等
が
体
験
活
動
へ
の
理
解
を

深
め
て
い
くた
め
の
フォ
ー
ラム
な
ど、
体
験
活
動
等
を
定
着
させ
る
た
め
の
普
及
啓
発
事
業

を実
施
す
る
。


件
数
・単
価
：
３
箇
所

×
@

1.
0百

万
円

・体
験
活
動
の
理
解
を深

め
る
た
め
の
普
及
啓
発
事
業
の

実
施
。

・長
期
自
然
体
験
活
動
モデ
ル
事
業
の
実
施
。

・企
業
表
彰
へ
の
応
募
企
業
数
、増

加
。

・多
様
な
主
体
をマ
ッチ
ング
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
。

・多
様
な
主
体
の
連
携
に
よる
体
験
活
動
事
業
の
実
施
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

事
業
内
容


次
代
の
社
会
を担

う者
とし
て
新
た
な
価
値
を創

造
す
る
力
、対

立
等
を克

服
す
る
力
、責

任
あ
る
行
動
をと
る
力
等
を身

に
付
け
て
い
くた
め
に
も
リア
ル
な
体
験
活
動
が
重
要
で
あ
る
。


一
方
で
、少

子
化
や
核
家
族
化
、デ
ジ
タル
化
が
進
む
中
、子

供
た
ち
の
リア
ル
な
体
験
が
不
足
して
い
る
。さ
らに
コロ
ナ
禍
で
この
傾
向
に
拍
車
が
か
か
って
い
る
。


また
、貧

困
、障

害
、不

登
校
、外

国
籍
等
、様

々
な
課
題
を抱

え
る
子
供
や
特
別
な
ニー
ズ
の
あ
る
子
供
へ
の
支
援
が
社
会
的
課
題
に
な
って
い
る
。


これ
らを
踏
まえ
、文

部
科
学
省
に
お
い
て
は
、令
和
４
年
２
月
に
「教
育
進
化
の
た
め
の
改
革
ビ
ジ
ョン
」を
公
表
し、
地
域
や
企
業
と連

携
し全

て
の
子
供
に
学
校
内
外
で
の
リア
ル

な
体
験
活
動
を推

進
す
る
こと
とし
て
い
る
。


また
、自

己
肯
定
感
や
正
義
感
の
育
成
等
「W

el
l-b

ei
ng
」の
観
点
か
らも
青
少
年
の
体
験
活
動
は
重
要
で
あ
る
。

青
少
年
の
リア
ル
な
体
験
活
動
の
機
会
の
充
実
を図

る
た
め
、普

及
啓
発
、調

査
研
究
、顕

彰
事
業
、自

然
体
験
活
動
モデ
ル
事
業
とと
も
に
、企

業
等
と連

携
した
体
制
構
築
を図

る
。

2.
青
少
年
の
体
験
活
動
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究
（
委
託
：
継
続

H
25
～
）


青
少
年
の
体
験
活
動
が
も
た
らす
影
響
に
つ
い
て
明
らか
に
す
る
た
め
、多

様
な
体
験
活
動

の
在
り方

に
つ
い
て
、事

例
の
収
集
や
効
果
の
検
証
を行

う。

件
数
・単
価
：
１
箇
所

×
@

4.
8百

万
円

３
.子
供
たち
の
心
身
の
健
全
な
発
達
の
ため
の
自
然
体
験
活
動
推
進
事
業
（
委
託
：
継
続

R3
～
）


安
全
・安
心
に
リア
ル
な
体
験
活
動
を行

うた
め
の
コロ
ナ
禍
に
お
け
る
長
期
（
４
泊
５
日
程

度
）
の
自
然
体
験
活
動
等
の
モデ
ル
事
業
を行

う。

件
数
・単
価
：

12
箇
所

×
2回

×
@

1.
6百

万
円

４
.青
少
年
の
体
験
活
動
推
進
企
業
表
彰
（
直
轄
：
継
続

H
25
～
）


社
会
貢
献
活
動
の
一
環
とし
て
青
少
年
を
対
象
に
優
れ
た
実
践
を
行
う企

業
を
表
彰
し、

その
取
組
を全

国
に
広
く紹
介
す
る
。

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

79
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

72
百
万
円
）

５
.企
業
等
と連

携
し
た
体
験
活
動
推
進
体
制
構
築
事
業
（
委
託
：
新
規
）


子
供
た
ち
の
リア
ル
な
体
験
の
機
会
充
実
の
た
め
、デ
ジ
タル
化
や
コロ
ナ
対
応
を踏

まえ
な

が
ら、
体
験
活
動
の
推
進
に
取
り組

む
地
域
や
企
業
と教

育
機
関
の
連
携
促
進
の
た
め

の
体
制
構
築
を図

る
。

≪
事
業
内
容
≫

【全
国
的
な
推
進
体
制
の
構
築
】

・地
域
の
取
組
の
サ
ポ
ー
ト（

伴
走
支
援
や
好
事
例
の
横
展
開
等
）

・多
様
な
主
体
をマ
ッチ
ング
す
る
シ
ス
テ
ム
や
マニ
ュア
ル
の
構
築

・体
験
活
動
に
積
極
的
な
企
業
、教

育
機
関
の
見
え
る
化

【地
域
に
お
け
る
推
進
体
制
の
構
築
】

・地
域
や
企
業
、教

育
機
関
等
、多

様
な
主
体
の
連
携
に
よる
体
験
活
動
の
推
進

体
制
の
構
築

・取
組
を持

続
的
に
推
進
して
い
く仕
組
み
の
構
築


件
数
・単
価
：

1箇
所

×
@

7 .
7百

万
円


事
業
期
間
：
令
和
５
年
度
～
令
和
７
年
度 体
験
活
動
の
機
会
が
充
実
し
、子

供
た
ち
に
「社
会
を
生
き
抜
く力
」と
し

て
必
要
な
非
認
知
能
力
（
自
己
肯

定
感
、自

律
性
、協

調
性
、積

極
性
等
）
が
育
成
され
る
。

初
期

体
験
活
動
の
機
会
を提

供
す
る
主
体
の
増
加
。

各
地
域
拠
点
に
お
け
る
推
進
体
制
の
継
続
的
実
施
。

中
期

当
事
業
に
参
加
す
る
子
供
の
増
加
。

モデ
ル
の
横
展
開
等
に
よる
地
域
拠
点
の
増
加
。

長
期

当
事
業
の
成
果
の
展
開
や
、他

の
施
策
とも
相
まっ

て
、体

験
活
動
に
参
加
す
る
子
供
が
増
加
す
る
。
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（４）読書活動総合推進事業 
 

（前 年 度 予 算 額  ５１，８８０千円） 

令和５年度予算額(案) ４５，３３１千円 

 

１．要旨 

 子どもの読書活動の推進に関する法律に基づき、令和５年度からの次期「子供の読書活動

の推進に関する基本的な計画」（以下「子供読書推進計画」という。）を策定することとして

おり、読書習慣の形成に向けて、国は、子供の読書活動に対する課題解決に向けた効果的な

取組を講じていく必要があるともに、次期計画を広く周知する必要がある。 

また、令和２年度から新学習指導要領が小学校から順次実施され、学校図書館を計画的に

利用しその機能の活用を図り、児童・生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業

改善に生かすとともに読書活動を充実させることが求められている。加えて、地方財政措置

を活用した学校図書館の計画的な整備を定めた第６期「学校図書館図書整備等５か年計画」

を策定し、本計画を踏まえた図書購入等を促すための国の対応が必要となっている。 

以上のことから、これらの各計画を着実に実行し、全国的な読書活動を総合的に推進する

ため、以下の取組を実施する。 

 

２．内容 

（１）図書館・学校図書館等を活用した読書活動の推進    7,291 千円（9,569 千円） 

新しい生活様式や子供読書推進計画等に対応した読書活動や新学習指導要領を踏

まえた学校図書館の機能強化や活性化に向けた、新たな読書活動のモデルなどを構築

するため、読書活動推進モデル事業を実施する。 

（取組内容） 

① 次期「子供読書推進計画」を踏まえた、紙とデジタルの特性を活かした読書活動の

先導的な取組や、発達段階や多様なニーズに対応した効果的な取組を行う。 

② 新学習指導要領を踏まえた学校図書館を活用した授業を進めるため、新しいトピ

ックに関連する書籍（感染症、SDGs など）、新聞、優良図書及び授業に必要な基本図

書の整備状況などを再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策定や

コミュニティ・スクール及び地域の図書館・ボランティア等との連携した図書館資

料を活用したモデル授業の実施など学校図書館図書の購入促進に向けた取組を行う。 

（２）司書教諭講習の実施                21,431 千円（22,376 千円） 

学校図書館法に基づき、学校図書館の専門的職務を掌る「学校司書教諭」の養成のた

め、47 機関（大学並びに教育委員会）に委託して講習会を実施する。 

また、講習会に参加する受講者のうち、聴覚障害等配慮が必要な受講者が一定数いる

実態も踏まえ、そのために必要な経費も計上する。 
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（３）「子ども読書の日」の理解推進            4,910 千円（4,868 千円） 

国民の間に広く子供の読書活動について関心と理解を深め、子供の読書活動を推進

することを目的に、「子ども読書の日」（４月 23 日）を広く周知するとともに、特色あ

る優れた取組を行っている民間団体等を表彰する。 

（４）読書活動の推進等に関する調査研究 11,699 千円（15,067 千円） 

・ 次期子供読書推進計画を踏まえ、子供の読書活動の実態把握など今後の施策の基礎

資料を得るための調査分析を行う。

・ 図書館資料のメール送信サービスが可能となる著作権法改正への対応等の図書館

におけるデジタル化やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進するため、

図書館における実務的な課題やその対応方策を策定するための実証的な調査研究を

行う。
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1

「新
しい
生
活
様
式
」や
「子
供
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」等
に
対
応
した
読
書
活
動
や
新

学
習
指
導
要
領
を踏

まえ
た
学
校
図
書
館
の
機
能
強
化
や
活
性
化
に
向
け
た
、新

た
な
読
書
活
動
の
モデ

ル
な
どを
構
築
す
る
た
め
、読

書
活
動
推
進
モデ
ル
事
業
を実

施
す
る
。＜

委
託
事
業
：
教
育
委
員
会
等
＞

＜
取
組
内
容
＞

①
発
達
段
階
な
どに
応
じ
た
読
書
活
動
推
進
事
業

次
期
「子
供
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」を
踏
ま
え
た
、紙

とデ
ジ
タル
の

特
性
を
活
か
した
読
書
活
動
の
先
導
的
な
取
組
や
、発

達
段
階
や
多
様
な
ニー
ズ
に

対
応
した
効
果
的
な
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：
２
箇
所
（
小
・中
・高
等
学
校
等
、公

立
図
書
館
）

②
学
校
図
書
館
図
書
の
購
入
促
進
事
業

新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
を
活
用
した
授
業
を
進
め
る
た
め
、

新
しい
トピ
ック
に
関
連
す
る
書
籍
（
感
染
症

,S
D

Gs
な
ど）

、新
聞
、優

良
図
書

及
び
授
業
に
必
要
な
基
本
図
書
の
整
備
状
況
な
どを
再
点
検
し、
計
画
的
な
図
書

の
更
新
を
定
め
た
図
書
整
備
計
画
の
策
定
や
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
及
び
地
域
の

図
書
館
・ボ
ラン
テ
ィア
等
との
連
携
した
図
書
館
資
料
を
活
用
した
モ
デ
ル
授
業

の
実
施
な
ど学

校
図
書
館
図
書
の
購
入
促
進
に
向
け
た
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：
２
箇
所
（
小
学
校
、中

学
校
）

読
書
活
動
総
合
推
進
事
業

背
景
・課
題

「子
供
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」等
へ
の
対
応
の
た
め
、図

書
館
や
学
校
図
書
館
等
を活

用
した
読
書
活
動
を総

合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
以
下
の
取
組
を行

う。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

子
供
の
読
書
活
動
の
新
た
な
取
組
や
理
解
推
進
の
取
組
、

学
校
図
書
館
の
活
性
化
な
どに
よ
り、
読
書
習
慣
の
形
成
や

読
書
へ
の
関
心
を
高
め
る
な
ど全

国
的
な
普
及
を
図
る
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

子
供
の
不
読
率
の
改
善
な
ど自

主
的
な
読
書
活
動
の

増
加
や
学
校
図
書
館
の
図
書
資
料
の
購
入
冊
数
の
増
加

な
ど学

校
図
書
館
の
全
国
的
な
整
備
の
拡
大

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

「子
ども
読
書
活
動
推
進
法
」の
理
念
で
あ
る
子
供
た
ち
が

言
葉
を
学
び
、感
性
を
磨
き
、表
現
力
を
高
め
、創
造
力
を
豊

か
な
も
の
に
し
、人
生
を
よ
り深

く生
き
る
力
を
身
に
付
け
る
。

事
業
内
容

○
国
の
計
画
へ
の
対
応

・「
子
供
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」（

R
5～

R
9）

R5
か
らの
次
期
計
画
を
策
定
予
定
。発

達
段
階
ご
との
効
果
的
な
取

組
や
読
書
とI

CT
の
ベ
ス
トミ
ック
ス
の
た
め
の
方
策
な
どを
検
討
す
る
とと
も

に
、高

校
生
の
不
読
率
（
１
か
月
に
１
冊
も
本
読
ま
な
い
子
供
の
割

合
）
は
依
然
とし
て
高
い
。

16
.4

8.
9

5.
0 

4.
5

5.
6

5.
5

（
2.

0）

43
.0

32
.8

14
.7

16
.4

15
10

.1
（

8.
0）

58
.8

56
.0

51
.5

53
.2

50
.4

49
.8

（
26

.0
）

0204060

H1
2

H1
4

H2
0

H2
4

H2
9

R3
R4

※
１
か
月
に
一
冊
も
本
を
読
ま
な
い
子
供
の
割
合

■
小

■
中

■
高

(
)は
第
三
次
計
画
で
定
め
た
目
標
値

・第
6期

「学
校
図
書
館
図
書
整
備
等
５
か
年
計
画
」（

R
４
～
Ｒ
８
）

Ｒ
4年

度
か
らの
第

6期
計
画
を
踏
ま
え
た
国
の
支
援
策
が

必
要
。
特
に
図
書
の
更
新
が
課
題
。

○
取
り巻

く情
勢
の
変
化

・G
IG

Aに
よ
る
一
人
一
台
端
末
の
整
備
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
の
利
活
用
が
課
題
。

・３
密
を
避
け
る
な
ど「
新
しい
生
活
様
式
」が
提
唱
され
、オ
ンラ
イン
を
活
用
した
取
組
が
課
題
。

・著
作
権
法
改
正
に
よ
り、
図
書
館
資
料
の
メー
ル
送
信
等
が
可
能
とな
る
こと
を
踏
ま
え
、図

書
館
に
お
け
る
新
た
な
業
務
へ
の
現
場
負
担
の
軽
減
が
課
題
。

○
読
書
活
動
の
総
合
的
推
進

・従
来
、読

書
活
動
の
推
進
に
つ
い
て
は
学
校
図
書
館
や
図
書
館
な
ど個

別
の
事
業
内
で

実
施
して
き
た
が
、図

書
館
、学

校
、民

間
団
体
な
ど幅

広
い
関
係
者
・機
関
が
連
携
し、

一
体
とな
った
読
書
活
動
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こと
が
必
要
。

R3
：
小
学
生

5.
5%

、中
学
生

10
.1

%
、高

校
生

49
.8

%

図
書
館
・学
校
図
書
館
等
を
活
用
した
読
書
活
動
の
推
進

7,
29

1千
円

司
書
教
諭
講
習
の
実
施

21
,4

31
千
円

学
校
図
書
館
法
に
基
づ
き、
学
校
図
書
館
の
専
門
的
職
務
を掌

る
「学
校
図
書
館

司
書
教
諭
」の
養
成
の
た
め
、全

国
の
教
育
機
関
が
講
習
を実

施
す
るた
め
の
経
費
を

措
置
す
る
。＜

委
託
事
業
：
大
学
及
び
教
育
委
員
会
（
４
７
箇
所
）
＞

「子
ども
読
書
の
日
」（

4月
23
日
）
の
理
解
推
進

4,
91

0千
円

国
民
の
間
に
広
く子
供
の
読
書
活
動
に
つ
い
て
関
心
と理

解
を深

め
る
た
め
に
、

「子
ども
読
書
の
日
」（

4月
23
日
）
を広

く周
知
す
ると
とも
に
、特

色
あ
る
優
れ
た

取
組
を行

って
い
る
民
間
団
体
等
を表

彰
す
る
。＜

直
轄
事
業
＞

読
書
活
動
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

11
,6

99
千
円

①
次
期
子
供
読
書
基
本
計
画
を踏

まえ
、子

供
の
読
書
活
動
の
実
態
把
握
な
ど

今
後
の
施
策
の
基
礎
資
料
を得

る
た
め
の
調
査
分
析
等
を行

う。
②
図
書
館
資
料
の
メー
ル
送
信
サ
ー
ビス
が
可
能
とな
る
著
作
権
法
改
正
へ
の

対
応
等
の
図
書
館
に
お
け
る
デ
ジ
タル
化
や
Ｄ
Ｘ
を推

進
す
る
た
め
、図

書
館
に

お
け
る
実
務
的
な
課
題
や
そ
の
対
応
方
策
を策

定
す
る
た
め
の
実
証
的
な
調
査

研
究
を行

う。
（
課
題
解
決
型
調
査
研
究
）

＜
委
託
事
業
（

2箇
所
）
＞

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

45
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

52
百
万
円
）
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（５）社会教育デジタル活⽤等推進事業

（ 新   規 ） 

令和５年度予算額(案) ４８，６０４千円 

１．要旨 

急速なデジタル化の進展の一方で、社会教育分野におけるデジタル活用の遅れが顕在化

している。 

公民館・図書館等の社会教育施設がデジタル技術を効果的に活用し、「リアル」と「デジ

タル」を組み合わせた効果的な社会教育活動が展開されることにより、地域づくりの拠点と

しての機能が一層強化され、デジタルデバイドの解消を始めとした社会的包摂に寄与する

など、地域の教育力の向上につながる。 

このため、デジタル活用を進めるにあたって各地方公共団体が抱える技術面・情報面・人

材面等の課題について伴走支援を行い、デジタル活用が遅れている地域で取組を推進する

ことで、誰一人取り残されないデジタル社会の実現を図る。 

 また、民間の資金と創意工夫を最大限活用することで、公民館・図書館等社会教育施設の

新たなデジタル活用モデルが形成されるなど、デジタル田園都市国家構想の推進力となる

ことから、PPP/PFI の活用を促進し、検討段階にある地方公共団体に対する伴走支援を行い、

もってデジタル田園都市国家構想を推進する。 

２．内容 

（１）社会教育施設（公民館・図書館）DX 推進・PFI 活用アドバイザー事業

① ＤＸ推進・ＰＦＩ活用アドバイザー

社会教育施設（公民館・図書館）におけるデジタル環境整備の加速とその効果的な活

用を一層促進するため、各地域をカバーした支援体制を構築し、教育委員会等からの相

談への対応、アドバイザー（DX の専門家）派遣、情報交換プラットフォーム（Web サイ

ト）の開設等による伴走支援を行う。

［業務内容］アドバイザーの派遣、相談窓口の開設、プラットフォーム（Web サイト）の

開設、FAQ や活用促進に向けた手引書の作成、研修会、情報交換会等の実施、

新たな PPP/PFI 案件形成支援 

②新たな PPP/PFI 案件形成支援

社会教育施設（公民館・図書館）における PPP/PFI の活用等を一層促進するため、

PPP/PFI に関する専門的知識・ノウハウを有する専門家派遣等による伴走支援を行う。 
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社
会
教
育
デ
ジ
タ
ル
活
用
等
推
進
事
業

背
景
・課
題 ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

事
業
内
容

〇
社
会
教
育
施
設
（
公
民
館
・図
書
館
）
の
デ
ジ
タ
ル
機
能
強
化
・Ｐ
Ｆ
Ｉ
活
用
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
事
業

個
別
支
援
・効
果
分
析

文
部
科
学
省

アド
バ
イザ
ー
事
務
局

ア
ドバ
イザ
ー
が
助
言
・支
援

Ｄ Ｘ 推 進 ・ PF
I

活 用

委
託

報
告
・連
絡
・相
談

・
アド
バ
イザ
ー
の
派
遣

・
相
談
窓
口
の
開
設

・
プラ
ット
フォ
ー
ム
（

W
eb
サ
イト
）
の
開
設

・
FA

Q
や
手
引
書
等
の
作
成

・
研
修
会
等
の
実
施

・
先
導
的
事
例
の
効
果
分
析

・
新
た
な

PP
P／

PF
I案
件
形
成
支
援

※
PF
Iを
活
用
した
デ
ジ
タル
対
応
拠
点
整
備

ア
ドバ
イザ
ー
の
派
遣

相
談
窓
口

研
修
会

・
ア
ドバ
イザ
ー
事
務
局
を
設
置
し、
デ
ジ
タル
化
等
に
か
か
る

伴
走
支
援
の
実
施

・
PP

P／
PF

Iの
案
件
形
成
支
援
の
実
施

・
地
域
コミ
ュニ
テ
ィの
維
持
・強
化
、地

域
教
育
力
の
向
上

・
デ
ジ
タル
デ
ィバ
イド
の
解
消
、デ
ジ
タル
リテ
ラシ
ー
の
向
上

・
官
民
連
携
の
推
進
に
よ
る
民
間
の
事
業
機
会
の
創
出
、公

的
負
担
の

軽
減
、効

率
的
、効

果
的
な
住
民
サ
ー
ビス
の
提
供

W
eb
サ
イト
の
開
設 ・
デ
ジ
タル
活
用
を
行
う社

会
教
育
施
設
の
増
加

・
PP

P／
PF

Iを
活
用
す
る
社
会
教
育
施
設
の
増
加

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

49
百
万
円

（
新
規
）

社
会
教
育
施
設
に
お
け
る

新
た
な

PP
P／

PF
Iの
案
件
形
成
支
援

デ
ー
タ蓄

積

社
会
教
育
の
分
野
に
お
け
る

先
導
的
デ
ジ
タル
活
用
事
例
の
効
果
分
析

地
方
公
共
団
体
（
公
民
館
・図
書
館
）

メー
ル
・電
話
等
で
相
談

Ｄ
Ｘ
・Ｐ
Ｆ
Ｉ
推
進

〇
経
済
社
会
の
活
力
を
支
え
る
教
育
・研
究
活
動
の
推
進

公
民
館
等
の
社
会
教
育
施
設
の
活
用
促
進
に
よ
り、
地

域
の
人
材
育
成
力
の
強
化
を
図
る
。

〇
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
活
用
等
に
よ
る
官
民
連
携
の
推
進

デ
ジ
タル
田
園
都
市
国
家
構
想
の
推
進
力
とし
て
活
用
し、

地
域
交
流
の
場
で
あ
る
公
園
・公
民
館
等
の
身
近
な
施
設

へ
の
新
しい
活
用
モ
デ
ル
を
形
成
す
る
。

骨
太
の
方
針

20
22
（
令
和

4年
6月

7日
閣
議
決
定
）

全
国
の
社
会
教
育
施
設
（
公
民
館
・図
書
館
等
）
に
お
け
る
デ
ジ
タル
環
境
の
整
備
や
効
果
的
な
活
用
、施

設
の
整
備
や
運
営
に
お
け
る

PP
P/

PF
Iの
活
用
を一

層
促
進
す
るた
め
、全

国
をカ
バ
ー
す

る
支
援
体
制
を構

築
し、
自
治
体
等
か
らの
相
談
対
応
、ア
ドバ
イザ
ー
（
専
門
家
）
派
遣
、情

報
交
換
プラ
ット
フォ
ー
ム
（

W
eb
サ
イト
）
の
開
設
等
に
よる
伴
走
支
援
を行

う。

急
速
な
デ
ジ
タル
化
の
進
展
の
一
方
で
、社

会
教
育
分
野
に
お
け
る
デ
ジ
タル
活
用
の
遅
れ
が
顕
在
化
して
い
る
。

公
民
館
・図
書
館
等
の
社
会
教
育
施
設
が
デ
ジ
タル
技
術
を効

果
的
に
活
用
し、

「リ
アル
」と
「デ
ジ
タル
」を
組
み
合
わ
せ
た
効
果

的
な
社
会
教
育
活
動
が
展
開
され
る
こと
に
より
、地

域
づ
くり
の
拠
点
とし
て
の
機
能
が
一
層
強
化
され
、デ
ジ
タル
デ
バ
イド
の
解
消
を

始
め
とし
た
社
会
的
包
摂
に
寄
与
す
る
な
ど、
地
域
の
教
育
力
の
向
上
に
つ
な
が
る
。

また
、社

会
教
育
施
設
の
新
た
な
活
用
モデ
ル
を形

成
し、
デ
ジ
タル
田
園
都
市
国
家
構
想
の
推
進
力
とす
る
た
め
、 P

PP
/P

FI
の
活

用
を促

進
させ
る
必
要
が
あ
る
。
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（６）学校安全推進事業

（前 年 度 予 算 額  ２９４，１７５千円） 

令和５年度予算額(案)  ３４２，９８３千円  

１．要旨 

我が国においては、東日本大震災及び台風・集中豪雨等による自然災害、登下校中の子供

が巻き込まれる交通事故や、さらには、学校内外において不審者による子供の安全を脅かす

事件などが多く発生しており、子供の安全の確保が喫緊の課題となっている。 

特に、令和３年６月に発生した千葉県八街市における下校中の児童が死傷する交通事故

の発生など、登下校時を含む児童生徒等の安全確保に向けて新たな課題も生じている。 

このため、教職員や児童生徒の防犯、交通安全、防災に関する意識の向上を図り、児童生

徒自身に安全に身を守るための能力を身につけさせる安全教育の充実や、児童生徒の生活

の場である学校の安全管理体制の充実など、地域全体での学校安全の取組を推進する。 

２．内容 

（１）学校安全教室の推進 35,170 千円（35,170 千円） 

① 指導者養成事業

学校における学校安全教室（防犯教室、防災教室及び交通安全教室）の講師となる

教職員等に対する講習会や、教職員等向けの事件事故発生時の初期対応能力等向上の

ための講習会（現代的課題へ対応するための教職員等の研修・訓練、事故対応に関す

る講習会、AED の取扱いを含む心肺蘇生法実技講習会）の実施を支援する。 

［47 地域］ 

② リーフレット作成

小学校新１年生向け学校安全教室用リーフレットを作成・配布する。

（２）学校安全総合支援事業 241,466 千円（208,802 千円） 

① 学校安全推進体制の構築

「第３次学校安全の推進に関する計画」の策定を受け、幼稚園や保育所等との連携

の充実や、地域と連携した安全教育の展開など、学校種・地域の特性に応じた地域全

体での学校安全推進体制の構築を図るため、セーフティプロモーションスクール等の

先進事例を参考とするなどして、学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を進める

とともに、各自治体内での国立・私立を含む学校間の連携を促進する取組を支援す

る。［47 地域］ 

また、教育委員会や学校関係者を対象とした周知啓発のためのイベントの開催や、

学校安全推進体制が十分でない自治体や学校へ指導助言を行うアドバイザーの派遣等

を行う。 
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通学時等を含めた学校安全について、地域ごとの環境等の違いを踏まえた効果的な

対策等を検討する。 

（３） 安全教育の推進に関する調査研究 66,347 千円（50,203 千円） 

① 学校管理下における事故防止に関する調査研究

学校の安全点検に関して、点検項目に基づいた点検を抽出校で実施するなど、その

効果や課題について実証・検討する。 

② 安全教育の質向上に向けた調査研究

実践的な防災教育や避難訓練を実施する際に活用できる「防災教育の手引き（中学

校・高等学校版）」等を開発する。 

③ 学校安全の推進に関する計画に係る調査研究

効率的・効果的な施策の立案に資するため、学校安全計画に係る取組状況調査結果

を分析する。 
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学
校
安
全
教
室
の
推
進

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

35
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

35
百
万
円
）

○
様
々
な
計
画
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
整
備
さ
れ
つ
つ
も
必
ず
し
も
実
効
的
な
取
組
に
結
び
つ
い
て
い
な
い

○
児
童
生
徒
等
や
学
校
、
地
域
の
実
態
及
び
児
童
生
徒
等
の
発
達
段
階
に
応
じ
た
取
組
の
推
進
が
必
要

○
地
域
・
学
校
設
置
者
・
学
校
・
教
職
員
間
に
お
い
て
学
校
安
全
の
取
組
内
容
や
意
識
に
差
が
あ
る

○
SN

Sに
起
因
す
る
犯
罪
、
性
犯
罪
・
性
暴
力
等
現
代
的
課
題
へ
の
対
応
も
必
要

防
犯
教
室

講
習
会

心
肺
蘇
生
法
実
技
講
習
会

○
事

後
対
応

等
の
学

校
の
危
機

管
理

の
在

り
方

に
関

す
る

こ
と

○
第

三
者
委

員
会
な

ど
の
検
証

組
織

の
必

要
性

・
在

り
方

に
関

す
る

こ
と

等

事
故
対
応
に
関
す
る
講
習

会

学
校

安
全
教
室
の
講
師
と
な
る
教
職
員
等
に
対
す
る
指
導
法
等
の
講
習
会
を
実
施

事
故

等
発
生
時
の
初
期
対
応
能
力
等
向
上
の
た
め
の
講
習
会
を
実
施

○
防
犯
、
防
災
、
交
通
安
全
に
関
す
る
注
意
事
項
を

ク
イ
ズ
形
式
で
学
べ
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
「
た
い
せ

つ
な
い
の
ち
と
あ
ん
ぜ
ん
」
を
作
成
し
、
全
国
の

小
学
校
新
１
年
生
全
員
に
配
布

○
蘇
生
法

訓
練
用

人
体
模

型
（
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
ー

）
を

用
い

た
実

技
講

習
○

A
ED

を
用
い

た
実
習

を
含
む
一

次
救

命
措

置
（

B
LS

）
の

実
技

講
習

等

○
都
道
府

県
等
に
お
け
る
教

職
員

等
へ
の
研
修

の
実

施
等

・
安
全
教
育
の
指
導

者
の

養
成

・
教
職
員
等
の
安
全

対
応

能
力

の
向

上

「
た
い
せ
つ
な
い
の
ち
と
あ
ん
ぜ
ん
｣

【
委

託
事

業
、
都

道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
対
象
、
平
成
1
5
年
度
事
業
開
始
】

○
安
全
教
育
上
の
課
題

・
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成

・
配

布

○
期
待
さ
れ
る
成
果

児
童

生
徒

等
の

死
亡

事
故

の
発

生
件

数
を
限

り
な
く
ゼ
ロ
に

す
る

児
童

生
徒

等
の
障

害
や
重

度
の

負
傷

を
伴

う
事

故
を
減

少
さ
せ
る

児
童

生
徒

等
が
安

全
に
関

す
る

資
質

・
能

力
を

身
に

付
け

る

・
現
代
的

課
題
へ
の
対

応

○
教
職

員
の
た
め
の
学
校
安
全
e-
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
活
用

○
様
々

な
リ
ス
ク
を
想
定
し
た

危
機

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
の
作
成
・
見
直
し

○
SN
Sに

起
因
す
る
犯
罪
や
性
犯

罪
等

へ
の

対
策

○
ヒ
ヤ

リ
ハ

ッ
ト
事
例
の
活
用

、
子

供
の

視
点

を
加

え
た
安
全
点
検
の
手
法
の
確
立

等

教
職

員
等
の
研
修
・
訓
練
の
充
実

小
学

校
新
１
年
生
向
け
の

リ
ー
フ
レ
ッ
ト

＜
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
＞

防
災
教
室

講
習
会

交
通
安
全
教
室

講
習
会

○
ロ

ー
ル

プ
レ

イ
ン

グ
の

導
入

、
安
全
マ

ッ
プ
の

作
成
方

法
○

熱
中

症
対

策
と

感
染

症
対

策
の

両
立

○
災

害
発

生
時

の
適

切
な

判
断

(
正

常
性
バ
イ

ア
ス
を

含
む

)と
避

難
○

学
校

や
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

防
災
マ

ニ
ュ
ア

ル
の
作

成
等

○
不
審

者
侵

入
時

の
対

応
な
ど

、
学
校
に
お
け
る
防
犯
対
策

○
登
下

校
時

の
危

険
と

対
処
方

法
に
関
す
る
指
導

○
危
険

予
測

・
回

避
能

力
等
を

育
む
た
め
の
指
導

○
学
校

に
お

け
る

防
犯

対
策

等

○
登
下

校
の

安
全

確
保

の
ポ
イ

ン
ト
、
通
学
路
合
同
点
検
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

○
被
害

者
・

加
害

者
に

な
ら
な

い
た
め
の
交
通
安
全
教
育

○
自
転

車
・

二
輪

車
等

通
学
手

段
に
応
じ
た
指
導
方
法

○
関
係

団
体

や
外

部
講

師
に
よ

る
講
習
会

等

※
「
第

３
次

学
校
安

全
の
推

進
に
関

す
る
計

画
」
の
内
容
を
盛
り
込
み
つ
つ
実
施

教
職

員
等

の
安

全
教

育
に

お
け

る
指

導
力

の
向

上
等

が
必

要

安 全
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セ
ー
フテ
ィプ
ロ
モ
ー
シ
ョン
ス
ク
ー
ル
（

SP
S)
の
考
え
方
※
を
取
り込

み
、全
国
的
に
学
校
安
全
を
推
進
し
て
い
く。

※
安
全
教
育
・安
全
管
理
・組
織
活
動
に
係
る
計
画
の
策
定
、安
全
担
当
中
核
教
員
の
設
置
、関

係
機
関
との
連
携
、評
価
改
善
の
実
施
な
ど、
継
続
的
に
学
校
安
全
に
取
り組

む
。

学
校
安
全
総
合
支
援
事
業

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

30
8百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

25
9百

万
円
）

・学
校
に
お
い
て
様
々
な
計
画
や
マニ
ュア
ル
が
作
成
され
て
い
る
が
実
効
的
な
取
組
に
結
び
付
い
て
い
な
い
。

・地
域
、学

校
設
置
者
、学

校
教
職
員
の
学
校
安
全
の
取
組
内
容
や
意
識
に
差
が
あ
る
。

・東
日
本
大
震
災
の
記
憶
を風

化
させ
る
こと
な
く、
今
後
発
生
が
懸
念
され
る
大
規
模
災
害
に
備
え
た
実
践
的
な
防
災
教
育
を全

国
的
に
進
め
て
い
くこ
とが
必
要
で
あ
る
。

・地
域
の
多
様
な
主
体
と連

携
・協
同
し、
子
供
の
視
点
を加

え
た
安
全
対
策
を推

進
す
る
必
要
が
あ
る
。

学
校
安
全
の
推
進
に
向
け
た
課
題

【
委

託
事
業

、
都
道

府
県
・

指
定

都
市

教
育

委
員

会
対

象
、

平
成

2
4年

度
事

業
開

始
】

2.
関
係
機
関
との
連
携

3.
安
全
教
育

4.
安
全
管
理

5.
横
断
的
事
項

1.
組
織
的
取
組

・コ
ミュ
ニテ
ィス
クー
ル
等
の

仕
組
み
の
活
用

・関
係
機
関
と連

携
した
通
学
時

の
安
全
確
保
や
防
犯
対
策

・地
域
の
災
害
リス
クを
踏
まえ
た実

践
的
な
防
災
教
育

・体
験
活
動
や
デ
ジ
タル
技
術
を
活
用
した
安
全
教

育 ・幼
児
期
、特

別
支
援
学
校
の
取
組
の
推
進

・子
供
の
視
点
を
加
え
た
安
全

点
検

・重
大
事
故
の
予
防
の
た
め
の

ヒヤ
リハ
ット
事
例
の
活
用

・学
校
安
全
情
報
の
見
え
る
化

・通
学
路
の
安
全
対
策
等
の
好
事
例
の
実
情
把
握

・設
置
主
体
（
国
公
私
立
）
に関

わ
らな
い
取
組
の
推
進

・学
校
安
全
を意
識
化
する
機
会
の設
定

(「学
校
安
全
の日
」等

)

・学
校
安
全
計
画
の

PD
CA

サ
イク
ル
の
確
立

・学
校
安
全
に
係
る
中
核
的

職
員
の
育
成
配
置

「第
3次

学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
計
画
」
（
令
和

4年
3月

閣
議
決
定
）
に
基
づ
く取
組
を
推
進

・学
校
管
理
下
に
お
け
る
事
故
防
止
に
関
す
る
調
査
研
究

学
校
の
安
全
点
検
に
関
す
る
実
証
研
究

・安
全
教
育
の
質
向
上
に
向
け
た
調
査
研
究

実
践
的
な
防
災
教
育
や
避
難
訓
練
に
活
用
で
きる
「防
災
教
育
の
手
引
き（

中
学
校
・高
等
学
校
版
）
」等
の
開
発

・学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
計
画
に
係
る
調
査
研
究

学
校
安
全
計
画
に
係
る
取
組
状
況
調
査
結
果
の
分
析
（
学
校
安
全
情
報
、S

PS
に
係
る
取
組
等
の
見
え
る
化
）

③
安
全
教
育
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究

R
5予

算
額

(案
)6

6百
万
円

（
50

百
万
円
）

②
学
校
安
全
推
進
に
係
る
取
組
の
支
援

R5
予
算
額

(案
) 

53
百
万
円

(4
9百

万
円

)

学
校
安
全
実
践
力
向
上
セ
ミナ
ー
等
の
開
催

・例
）
被
災
地
に
お
け
る
現
地
研
修
（
伝
承
施
設
や
語
り部

等
）
の
活
用
等
に
よ
る
研
修
充
実

VR
や

AR
等
の
デ
ジ
タル
技
術
を
活
用
した
研
修

SP
Sの
考
え
方
を
取
り入

れ
た
取
組
の
支
援
（
専
門
家
等
の
派
遣
）

・P
D

CA
サ
イク
ル
に
基
づ
く学
校
安
全
計
画
や
危
機
管
理
マ
ニ
ュア
ル
を
見
直
す
ア
ドバ
イザ
ー
派
遣
等

デ
ジ
タ
ル
コン
テ
ン
ツ
の
作
成

・学
校
安
全
に
関
す
る
事
項
が
学
べ
る
「学

校
安
全
ｅ
ｰラ
ー
ニ
ン
グ
」や
、実

効
性
の
あ
る
防
災
教

育
に
つ
な
が
る
小
学
校
版
「防

災
教
育
の
手
引
き
」な
どの
コン
テ
ン
ツ
を
これ

ま
で
作
成
。今

年
度

は
学
校
安
全
担
当
の
経
験
が
浅
い
教
員
や
、学

校
安
全
計
画
や
危
機
管
理
マ
ニ
ュア
ル
が
未
作

成
の
学
校
向
け
に
学
校
安
全
関
連
の
基
礎
的
な
事
項
を
記
載
し
た
コ
ン
テ
ン
ツ
を
作
成

各
学
校
（
国
公
立
・私
立
含
む

)に
対
し
、学
校
安
全
に
係
る
研
修
の
実
施
、専
門

家
の
派
遣
等
様
々
な
支
援
を
行
い
、全
国
の
学
校
安
全
の
推
進
を
図
る
。

①
地
域
に
お
け
る
学
校
安
全
の
推
進

R5
予
算
額

(案
) 

18
4百

万
円

(1
55
百
万
円

)

都
道
府
県
教
育
委
員
会
等

地
域
全
体
で
共
有
、底

上
げ

拠
点
校
に
よる
事
業
の
実
施

計
画
に
基
づ
くモ
デ
ル
的
取
組
を
各
地
域
で
実
施
し
、そ
の
事
例
、成
果
等
を
地
域

全
体
で
共
有
。地
域
全
体
の
学
校
安
全
の
底
上
げ
と裾

野
の
拡
大
を
図
る
。

モ
デ
ル
拠
点
校
の
指
定

拠
点
校

@
26

,3
96

千
円

×
2団

体
＝

52
,7

91
（
24

,6
50

千
円

×
2団

体
＝

49
,3

00
）

@
3,

91
9千

円
×

47
箇

所
＝

18
4,

19
3

（
3,

29
9千

円
×

47
箇

所
＝

15
5,

05
3）
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（７）地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

（前 年 度 予 算 額  ３３７，５０４千円） 

令和５年度予算額(案)  ３３７，５０４千円 

１．要旨 

学校、通学路の安全確保に向け、昨今の児童生徒の尊い命を奪う交通事故・事件の発生

も踏まえ、スクールガード・リーダー等の増員による見守りの充実や、スクールガード等

のボランティアの養成・資質向上を促進することにより、警察や保護者、PTA 等との連携

の下で見守り体制の一層の強化を図る。 

２．内容 

「スクールガード・リーダー（防犯の知識を有する者）」や「スクールガード（学校安

全ボランティア）」の活用等により、地域ぐるみで子供の安全を見守る体制を整備し、

地域社会と連携した学校安全に関する取組を通じて、地域力の強化を図る。 

（１）スクールガード・リーダーの育成支援

スクールガード・リーダーの資質を備えた人材（警察官 OB・教職員 OB・防犯協会役

員等）に対する育成講習会を実施する。 

（２）スクールガード・リーダーに対する活動支援

スクールガード・リーダーによる指導、見守り活動に対する謝金、各学校を定期的に

巡回するための旅費等を補助する。 

学校等の巡回活動等を円滑にするためにスクールガード・リーダーの連絡会等の開

催を支援、装備品の充実を図る。 

（３）スクールガード（ボランティア）の養成・資質向上

通学路で子供たちを見守るスクールガードの防犯に対する知識、非常時の対応策等

を身に付けさせるための養成講習会を実施する。 

活動の参考となる資料を配布することによる見守りの質の向上を図る。

（４）スクールガード増員による見守りの強化及び活動に対する支援

スクールガード等を募集するための広報紙等の作成費用を補助する。

「登下校防犯プラン」等に基づく、登下校時のパトロールや地域の連携の場構築など

防犯活動への支援を行う。 

子供の見守り活動に係る帽子や腕章などの消耗品費、ボランティア保険料を補助す

る。 
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地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

33
8百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

33
8百

万
円
）

学
校
や
通
学
路
の
安
全
確
保
に
向
け
、
昨
今
の
児
童
生
徒
の
尊
い
命
を
奪
う
交
通
事
故
・
事
件
の
発
生
も
踏
ま
え
、
ス
ク
ー

ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
等
の
増
員
に
よ
る
見
守
り
活
動
の
充
実
、
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
等
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
養
成
・
資
質
向

上
の
促
進
、
警
察
や
保
護
者
、

PT
A等

と
の
連
携
の
下
で
見
守
り
体
制
の
一
層
の
強
化
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

○
ス
ク
ー
ル
ガ
ー

ド
・
リ
ー

ダ
ー

に
よ

る
指

導
、

見
守
り
活
動
に
対

す
る
謝
金
、

各
学

校
を

定
期
的

に
巡
回
す
る
た

め
の
旅
費
等

の
補

助

○
学
校
等
の
巡

回
活
動
等
を

円
滑

に
す

る
た

め
に

ス
ク
ー
ル
ガ
ー

ド
・
リ
ー
ダ

ー
の

連
絡

会
等

の
開

催
を
支
援
、
装

備
品
の
充
実

○
通

学
路

で
子

供
た
ち

を
見

守
る

ス
ク

ー
ル

ガ
ー

ド
の

防
犯

等
に

関
す
る

知
識

や
非

常
時

の
対

応
策

等
を

身
に

付
け

さ
せ
る

た
め

の
養

成
講

習
会

の
実

施

○
活

動
の

参
考

と
な
る

資
料

を
配

布
す

る
こ

と
に

よ
る

見
守

り
の

質
の
向

上

○
ス

ク
ー

ル
ガ

ー
ド
等

を
募

集
す

る
た

め
の

広
報
紙

等
の

作
成

費
用

の
補

助

「
地
域
の
連
携
の
場
」

の
構
築
な
ど
地
域
全
体

で
見
守
る
体
制
を
強
化

国
公
私
立
学
校

警
察

地
域
住
民

保
護
者

PT
A

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の

育
成
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
に

対
す
る
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

の
養
成
・
資
質
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
増
員
に
よ
る

見
守
り
の
強
化
及
び
活
動
に
対
す
る
支
援

○
ス
ク
ー
ル
ガ

ー
ド
・
リ
ー
ダ

ー
の

資
質

を
備
え

た
人
材
（
警
察

官
O
B・

教
職
員

O
B
・

防
犯

協
会
役

員
等
）
に
対
す

る
育
成
講
習
会

の
実

施

地
域
ぐ
る
み
で
子
供
の

安
全
を
守
る
体
制
構
築

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
育
成

講
習
会
や
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
養
成
講
習
会

の
開
催
に
係
る
経
費
を
補
助
し
、

見
守
り
の
人
材
確
保
と
質
の
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
が

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
に
対
し
て
、

見
守
り
活
動
・
警
備
上
の
ポ
イ
ン
ト
や

不
審
者
対
応
等
に
つ
い
て
指
導
・
助
言

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

(学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

)
地
域
の
つ
な
ぎ
役

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・

リ
ー
ダ
ー

防
犯

【補
助
事
業
（補

助
率
：国

庫
補
助
率

1/
3、

都
道
府
県
・市

町
村
各

1/
3

※
市
町
村
直
接
実
施
の
場
合

2/
3負

担
）、

実
施
主
体
：都

道
府
県
及
び
市
町
村
、
平
成

17
年
度
事
業
開
始
】

○
「

登
下

校
防

犯
プ
ラ

ン
」

等
に

基
づ

く
、

登
下

校
時

の
パ

ト
ロ

ー
ル
や

地
域

の
連

携
の

場
構

築
な

ど
防

犯
活

動
へ

の
支
援

○
子

供
の

見
守

り
活
動

に
係

る
帽

子
や

腕
章

な
ど

の
消

耗
品

費
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

保
険

料
の

補
助

背
景
・課
題

事
業
内
容
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７． 
リカレント教育等

社会⼈が学び直す機会の拡充 
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（１）放送⼤学学園補助⾦

（前 年 度 予 算 額  ７，３８９，２９６千円） 

令和５年度予算額(案)  ７，３９２，０１４千円 

１．要旨 

放送大学は、放送大学学園法（平成 14 年法律第 156 号）に基づき、大学教育の機会に

対する広範な国民の要請にこたえるとともに、大学教育のための放送の普及発達を図るこ

とを目的としている。 

昭和 58 年４月に放送大学が設置され、昭和 60 年４月に学生受入れを開始して以降、こ

れまでに 170 万人以上の学生が放送大学で学んでいる。 

平成 10 年１月からは、CS 放送を活用した全国放送が開始され、同年４月には学習者の

身近な場所において面接授業等を行う学習センターが全国の各都道府県に設置された。 

また、平成 14 年４月からは、高度専門職業人の養成等を目指した大学院修士課程の学生

の受入れを開始し、平成 26 年 10 月からは、知識基盤社会を多様に支えることのできる高

度教養知識人を養成する、大学院博士後期課程の学生の受入れを開始している。 

現在、放送大学では、職業、年齢、地域を問わず、学部、大学院合わせて約９万人の学

生が学んでおり、学位取得や資格取得など学生の多様な学習ニーズに対応している。平成

27 年４月からはオンライン授業を開始するとともに、平成 30 年 10 月からの BS 放送にお

けるマルチチャンネル化により、｢人生 100 年時代」を見据え、社会人等を対象としたリ

カレント教育の拠点として学び直しの機会を全国に提供している。

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、放送大学の学生だけでなく広

く国民を対象とした学びの保障に貢献する、新たな取組を展開している。 

本事業は、このような放送大学学園が行う放送大学の設置・運営、放送、その他附帯す

る業務に要する経費に対して補助を行い、もって生涯学習の推進に資するものである。 
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令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

7,
39

2,
01

4千
円

【放
送
大
学
学
園
補
助
金
】

支
出

13
,0

16
,5

96
千
円

(1
3,

59
4,

51
7千

円
）

収
入

自
己
収
入

5,
62

4,
58

2千
円

(
6,

20
5,

22
1千

円
）

国
庫
補
助
金

7,
39

2,
01

4千
円

(
7,

38
9,

29
6千

円
）

参
考
：
令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
額
：

36
3,

00
0千

円
放
送
大
学
学
園
施
設
整
備
費
補
助
金

36
3,

00
0千

円

（
前
年
度
予
算
額

7,
38

9百
万
円
）

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

7,
39

2百
万
円

放
送
大
学
の
充
実
・整
備
（
放
送
大
学
学
園
補
助
）

「大
学
教
育
」「
リカ
レ
ン
ト
教
育
」拠
点
とし
て
、一

層
高
度
・効
率
的
な
学
び
の
機
会
を
全
国
へ
提
供
で
き
る
環
境
を
構
築

◆
経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
22

（
令
和

4年
6月

7日
：
閣
議
決
定
）
【抜
粋
】

第
2章

新
しい
資
本
主
義
に
向
け
た
改
革

１
．
新
しい
資
本
主
義
に
向
け
た
重
点
投
資
分
野

（
１
）
人
へ
の
投
資
と分

配
（
人
的
資
本
投
資
）

社
会
全
体
で
学
び
直
し（

リカ
レ
ント
教
育
）
を
促
進
す
る
た
め
の
環
境
を
整
備
す
る
。

学
び
直
しに
よ
る
成
果
の
可
視
化
と適

切
な
評
価
、学

び
直
し成

果
を
活
用
した
キ
ャリ
ア
ア
ップ
や
兼
業
・副
業
の
促
進
、学

ぶ
意
欲
が
あ
る
人
へ
の
支
援
の
充

実
や
環
境
整
備
、成

長
分
野
の
ニー
ズ
に
応
じ
プ
ログ
ラム
の
開
発
支
援
や
学
び
直
しの
産
学
官
の
対
話
、企

業
に
お
け
る
リカ
レ
ント
教
育
に
よ
る
人
材
育
成
の

強
化
等
の
取
組
を
進
め
る
。

○
様
々
な
地
域
に
住
む
、
幅
広
い
年
代
・
職
業
の
方
が
、
自
分
に
合
っ
た
ス
タ
イ
ル
で
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
高
等
教
育
機
関
。

BS
放
送
（
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
）
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

40
0科

目
以
上
の
授
業
科
目
を
開
設
。

○
遠
隔
教
育
の
先
駆
者
と
し
て
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
学
び
の
継
続
の
た
め
、
他
大
学
に
も
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
を
提
供
。

○
対
面
で
の
よ
り
深
い
学
び
、
学
生
同
士
の
交
流
の
場
と
し
て
、
全
て
の
都
道
府
県
（
全
国

57
箇
所
）
に
学
習
拠
点
を
設
置
。

各
地
域
で
特
徴
の
あ
る
面
接
授
業
（
ス
ク
ー
リ
ン
グ
）
を
開
講
。

○
社
会
人
を
中
心
に
約
９
万
人
の
学
生
が
在
籍
し
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
寄
与
。

〔
放
送
大

学
シ
ン
ボ
ル

マ
ー
ク
〕

１
．
数
理
・デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
・A

I関
連
分
野
の
講
座
の
体
系
化
及

び
個
別
最
適
な
学
び
の
推
進

〔4
0百

万
円
〕

○
時
間
の
限
られ
た
社
会
人
等
の
受
講
が
よ
り進

む
よ
う、
バ
ック
グ
ラウ

ンド
の
知
識
や
目
的
に
応
じ必

要
な
講
座
だ
け
を
選
び
受
講
し、
学

習
を
効
率
よ
く行
え
る
仕
組
み
を
構
築

◆
A

I戦
略

20
21

（
令
和

4年
4月

22
日
決
定
）
【抜
粋
】

関
連
の
人
材
の
育
成
・確
保
は
、緊

急
的
課
題
で
あ
る
とと
も
に
、初

等
中
等
教
育
、高

等
教
育
、リ
カレ
ント
教
育
、生

涯
教
育
を
含
め
た
長
期
的
課
題
で
あ

り、
Ａ
Ｉ
戦
略

20
19

 策
定
時
か
ら取

り組
ん
で
き
て
い
る
課
題
で
あ
る
。
とり
わ
け
、「
数
理
・デ
ー
タサ
イエ
ンス
・Ａ
Ｉ
」に
関
す
る
知
識
・技
能
と、
人
文
社
会

芸
術
系
の
教
養
を
も
とに
、新

しい
社
会
の
在
り方

や
製
品
・サ
ー
ビス
を
デ
ザ
イン
す
る
能
力
が
重
要
で
あ
り、
これ
ま
で
の
教
育
方
法
の
抜
本
的
な
改
善
と、
Ｓ
Ｔ

Ｅ
Ａ
Ｍ
教
育
な
どの
新
た
な
手
法
の
導
入
・強
化
、さ
らに
は
、実

社
会
の
課
題
解
決
的
な
学
習
を
教
科
横
断
的
に
行
うこ
とが
不
可
欠
で
あ
り、
引
き
続
き
注
力

して
い
く必
要
が
あ
る
。

主
な
要
求
事
項

0

〔3
0百

万
円
〕

４
．
施
設
改
修

〔3
63
百
万
円
〕【
令
和

4年
度
第

2次
補
正
予
算
】

○
災
害
発
生
時
に
お
い
て
も
、全

国
の
学
習
者
に
対
して
中
断
す
る
こと
な
く安
定
的
な

放
送
授
業
等
を
提
供
す
る
た
め
、老

朽
化
対
策
等
を
講
じ防

災
・減
災
機
能
の
強

化
等
を
図
る

３
．
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
先
進
的
な
教
育
の
展
開

〔8
8百

万
円
〕

○
サ
イバ
ー
ス
ペ
ー
ス
で
の
ラー
ニン
グ
コモ
ンズ
な
どを
活
用
した
、障

害
者
も
含
め
た
学
生
の
協
働
的
な
学
び

の
推
進
等
に
よ
る
学
生
サ
ー
ビス
の
充
実

○
ハ
イフ
レ
ック
ス
型
講
義
な
ど、
情
報
通
信
技
術
等
を
活
用
した
先
進
的
な
高
等
教
育
の
導
入

○
大
学
の
国
際
化
を
進
め
る
に
あ
た
って
の
、在

外
邦
人
の
モ
ニタ
ー
調
査
の
実
施
及
び
海
外
配
信
を
可
能
と

す
る
追
加
の
著
作
権
許
諾
契
約
に
よ
る
、海

外
使
用
可
能
コン
テ
ンツ
の
拡
充

空
調
機
更
新
（
放
送
研
究
棟
）
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（２）⼤学等における価値創造⼈材育成拠点の形成 
 

（前 年 度 予 算 額   ８７，２３９千円） 

令和５年度予算額(案)   ８０，０７７千円  

 

１．要旨 

Society5.0 の到来や新型コロナウイルス感染症の世界的拡大など、変化が激しく不確実

性の高まる時代においては、企業も個人も変化に柔軟に対応し、強靭性を高めることが必要

である。 

 特に、個人においては、自由に個性を発揮しながら付加価値の高い仕事を行うことが必要

とされており、このような付加価値を生み出すには、機械やＡＩでは代替できない、創造性・

感性・デザイン性・企画力など、社会人が新たな価値を創造する力を育成することが必要と

されている。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針 2020、2022」や「成長戦略実行計画 2020」等に

おいて、成長分野のニーズに対応した人材育成や創造的な発想をビジネスにつなぐ教育プ

ログラムを開発し、実践する大学等の拠点の構築が求められている。 

 これらを踏まえ、社会人の創造性を育成するため、令和４年度までに開発・改良したプロ

グラムの運用実施を進め、大学等において創造的な発想をビジネス等につなぐ教育プログ

ラムの開発や拠点の形成を行い、我が国の国際競争力の向上や生産性の向上に資する「組織」

と「人」の変革を進める。 

 

２．内容 

価値創造人材育成プログラムの開発・実施・改良 

・ 令和４年度までに形成した大学等と企業等が連携・協働したコンソーシアムを活用

し、イノベーティブなアイデアが生まれる思考法等により、個人の内面や顧客ニー

ズに基づく創造的な発想をビジネス等につなぐ教育プログラム（価値創造人材育成

プログラム）を実施するとともに、最終的な拠点構築に向けてプログラムの改良を

図る。 

・ 開発・改良したプログラムについて、企業と連携した活用促進を図る。 

・ プログラムの自走に向け、有識者も交えた受講料設定や体制、拠点構築に向けた検

討を行う。 
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大
学
等
に
お
け
る
価
値
創
造
人
材
育
成
拠
点
の
形
成

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

80
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

87
百
万
円
）


VU

CA
の
時
代
に
お
い
て
、変
化
に
対
応
し
、不
断
に
能
力
を
向
上
さ
せ
て
い
くこ
とが
重
要
。


教
育
未
来
創
造
会
議
等
の
政
府
会
議
や
経
団
連
を
は
じめ
とし
た
産
業
界
か
ら、
新
規
事
業
の
創
出
が
で

き
る
、ス
タ
ー
ト
ア
ップ
に
貢
献
で
き
る
人
材
が
強
く求
め
ら
れ
て
い
る
。


その
中
で
、創

造
性
を
発
揮
して
付
加
価
値
を
生
み
出
す
価
値
創
造
人
材
の
育
成
が
重
要
で
、A

Iで
は
代

替
で
き
な
い
、創
造
性
・感
性
・デ
ザ
イ
ン
性
・企
画
力
な
どを
身
に
つ
け
さ
せ
る
こと
が
重
要
。


つ
い
て
は
、大

学
に
対
す
る
支
援
を
通
じて
、企

業
・社
会
に
対
し
て
価
値
創
造
が
で
き
る
人
材
の
継
続
的

な
供
給
を
行
うと
とも
に
、そ
の
ノウ
ハ
ウ
を
他
の
教
育
機
関
等
に
展
開
す
る
拠
点
を
構
築
す
る
。

価
値
創
造
人
材
育
成
事
業
の
体
系
図

次
期
リー
ダ
ー
層

専
門
ス
タ
ッフ

マネ
ー
ジ
ャー
職

ス
タッ
フ職

な
ど全

員

30
代

20
代

•
既
存
の
価
値
観
や
枠
組
み
に
捕
らわ
れ
な
い
創
造
力
の
あ
る
人
材
育

成
の
強
化

•
付
加
価
値
を
高
め
た
商
品
開
発
や
新
しい
社
会
の
在
り方

の
創
出

•
生
産
性
の
向
上
、国

際
競
争
力
の
確
保

•
連
携
企
業
の
事
業
満
足
度

10
0％

•
価
値
創
造
プ
ログ
ラム
を
実
施
す
る
大
学
数
の
増
加

•
創
造
力
を
重
視
す
る
企
業
の
増
加

•
修
了
生
の
新
規
事
業
立
ち
上
げ
の
貢
献
な
ど

•
事
業
に
お
け
る
連
携
企
業
数

•
プ
ログ
ラム
の
社
会
人
受
講
者
・修
了
者
数

•
プ
ログ
ラム
と連

携
した
企
業
数

:計
50
以
上

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

令
和

5年
度
に
実
施
す
る
内
容

5年
間
（
令
和

3年
度
か
ら令

和
7年

度
まで
）

4,
00

0万
円
（
人
件
費
、旅

費
等
）

×
2拠

点
＝

8,
00

0万
円

支
援
大
学

東
京
工
業
大
学
・京
都
大
学

本
事
業
が
養
成
す
る
人
材

(例
：
個
人
の
内
面
や
価
値
観
に

基
づ
く創
造
的
な
問
題
解
決
や

ビジ
ネ
ス
を構

築
す
る
力
を
育
成

)

事
業
実
施
計
画

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

「フ
ォロ
ー
ア
ップ
」」
（
令
和

4年
6月

閣
議
決
定
）

•
デ
ジ
タル
・グ
リー
ン等

成
長
分
野
や
ス
ター
トア
ップ
、新

規
事
業
創

出
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
プ
ログ
ラム
の

開
発
を
支
援
す
る
。

•
個
人
の
内
面
や
顧
客
ニー
ズ
に
基
づ
く創
造
的
な
発
想
を
ビジ
ネ
ス
に

つ
な
ぐた
め
、2

02
1年

度
に
開
発
した
教
育
プ
ログ
ラム
を
、2

02
2

年
度
か
ら実

際
に
運
用
し、
プ
ログ
ラム
の
改
良
及
び
これ
を
実
践
す

る
大
学
等
の
拠
点
構
築
を
早
急
に
進
め
る
。

「教
育
未
来
創
造
会
議
提
言
」（

令
和

4年
5月

政
府
会
議
決
定
）

•
デ
ジ
タル
・グ
リー
ン等

成
長
分
野
や
ス
ター
トア
ップ
、新

規
事
業
創

出
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
プ
ログ
ラム
の

開
発
を
支
援
す
る
。

政
府
文
書
等
に
お
け
る
提
言


令
和
４
年
度
ま
で
に
形
成
した
大
学
等
と企

業
等
が
連
携
・協
働
し
た
コン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
活
用
し
、イ
ノ

ベ
ー
テ
ィブ
な
ア
イデ
ア
が
生
ま
れ
る
思
考
法
等
に
よ
り、
個
人
の
内
面
や
顧
客
ニ
ー
ズ
に
基
づ
く創
造
的
な

発
想
を
ビジ
ネ
ス
等
に
つ
な
ぐ教

育
プ
ログ
ラム
（
価
値
創
造
人
材
育
成
プ
ログ
ラム
）
を
実
施
す
る
とと
も

に
、最

終
的
な
拠
点
構
築
に
向
け
て
プ
ログ
ラム
の
改
良
を
図
る
。


実
施
した
プ
ログ
ラム
を
企
業
（
計

50
程
度
が
目
標
）
と連

携
して
活
用
促
進
。企

業
か
ら社

員
を
送
り

出
して
受
講
して
も
らう
こと
を
想
定
。


プ
ログ
ラム
の
自
走
に
向
け
、有

識
者
も
交
え
た
受
講
料
設
定
や
体
制
、拠

点
構
築
に
向
け
た
検
討
。

事
業
を
実
施
す
る
背
景
・概
要

【令
和

3年
度
】
プ
ログ
ラム
の
開
発
（
東
京
工
業
大
学
、京

都
大
学
）

【令
和

4年
度
】
プ
ログ
ラム
の
実
施
、企

業
に
お
け
る
活
用
開
始

【令
和

5年
度
】
プ
ログ
ラム
の
実
施
・改
良
、企

業
と連

携
した
活
用
促
進
、自

走
化
の
準
備

【令
和

6・
7年

度
】
拠
点
構
築
準
備
・拠
点
の
完
成
、令
和

7年
度
に
事
業
終
了

事
業
期
間

支
援
件
数
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（３）専⾨職業⼈材の最新技能アップデートのための専修学校
リカレント教育推進事業

（ 新   規 ） 

令和５年度予算額(案) ４０１，６２９千円 

１．要旨 

社会の変化は早く、「Society 5.0」や「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」

の実現に向けた取組があらゆる分野で進められており、専門学校を卒業し、専門的職業人材

として社会で活躍する人材においても、かつて学んだ知識・技能だけでは複雑化・高度化す

る課題に対応することは困難となっている。そのため、最新の知識・技能を体系的に学び直

し、より高度なスキルを身に着けていく必要がある。専門的職業人材を輩出する機関として

専修学校がこれまで果たしてきた役割は大きいものの、今後さらにそうした人材のスキル・

知識をアップデートするための学び直しについて積極的な取組が必要である。 

他方、社会人の学び直しの実現に当たっては企業・専門学校側それぞれに課題がある。企

業等の人事担当者の多くは、従業員に身に着けさせたい知識・スキルを体系的な研修プログ

ラムに落とし込んで提供することが困難と考えている。一方、専修学校側は、リカレント講

座の実施に当たり、各業界等のニーズの把握や生徒数の確保について不安を抱えている。 

こうしたことから、専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分野におい

て受講者の知識・スキルを最新のものにアップデートできるリカレント教育のコンテンツ

を作成するとともに、企業・団体のニーズに応じたカスタマイズや受講しやすい環境構築等

により、多くの企業が必要とするリカレント教育を提供することに加え、企業や業界団体を

通じて情報提供を行い、各企業や団体からの紹介により専修学校のリカレント教育講座等

が安定的・持続的に受講者を確保できる体制を構築し、その成果の普及を図る。 

２．内容 

（１）専門職業人材の最新知識・技能アップデートプログラムの開発（16 箇所） 368,544 千円 

各職業分野において、専修学校と企業・業界団体等との連携により、最新の知識・技

能を習得することができるリカレント教育プログラムを作成する。作成したプログラ

ムについて業界団体等を通じて情報提供を行い、各企業や団体から専修学校でのリカ

レント教育講座等が安定的・持続的に活用されるよう体制を構築する。

これらの取組をモデルとし、その効果の検証・成果について普及・展開を図る。

（２）分野横断連絡調整会議の実施（１箇所）              28,430 千円

上記プログラム開発の進捗管理及び連絡調整を実施するとともに、各プログラムに

おいて開発・実証・研究された成果に横串を刺し、それらを体系的にまとめることによ

り、専修学校によるリカレント教育の推進方策を検討する。 
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1

専
門
職
業
人
材
の
最
新
技
能
ア
ップ
デ
ー
ト
の
た
め
の
専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト
教
育
推
進
事
業

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

40
2百

万
円

背
景
・

課
題

・各
職
業
分
野
に
お
い
て
、進

歩
著
しい
知
識
・技
術
の
ア
ップ
デ
ー
トに
よ
る
個
人
の
資
質
の
向
上
。

（
例
）
自
動
車
整
備

×
電
気
自
動
車
等
の
クリ
ー
ン技

術
、建

築
×
ゼ
ロ・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
な
ど

・企
業
や
団
体
等
か
らの
推
薦
に
よ
り、
安
心
して
学
び
直
しに
取
り組

む
こと
が
可
能
に
。

事
業

概
要

専
修
学
校
と企

業
・業
界
団
体
等
が
連
携
体
制
を
構
築
し、
各
職
業
分
野
に
お
い
て
受
講
者
の
知
識
・

ス
キ
ル
を
最
新
の
も
の
に
ア
ップ
デ
ー
ト
で
き
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
コン
テ
ン
ツ
を
作
成
す
る
とと
も
に
、企

業
・業
界
団
体
の
ニー
ズ
に
応
じた
カス
タマ
イズ
や
受
講
しや
す
い
環
境
構
築
等
に
よ
り、
多
くの
企
業
が
必

要
とす
る
リカ
レ
ント
教
育
を
提
供
す
る
こと
に
加
え
、 業
界
団
体
を
通
じ
て
教
育
コン
テ
ン
ツ
の
情
報
提
供
を

行
う体

制
を
作
る
モ
デ
ル
を
構
築
し、
その
成
果
の
普
及
を
図
る
。

（
新

規
）

専
門
職
業
人
材
の
最
新
知
識
・技
能
ア
ップ
デ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発


各
職
業
分
野
（
専
修
学
校
の
教
育
内
容

8分
野
）
に
お
い
て
、専

修
学
校

と企
業
・業
界
団
体
等
との

連
携
に
よ
り、
最
新
の
知
識
・技
能
を
習
得
す

る
こと
が
で
き
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
。


作
成
した
プ
ログ
ラム
に
つ
い
て
業
界
団
体
等
を
通
じて
情
報
提
供
を
行
い
、

各
企
業
や
団
体
か
ら専

修
学
校
で
の
リカ
レ
ン
ト教

育
講
座
等
が
安
定
的
・

持
続
的
に
活
用
され
る
よ
う体
制
を
構
築
。


上
記
取
組
を
モ
デ
ル
とし
、そ
の
効
果
の
検
証
・成
果
に
つ
い
て
普
及
・展
開
。


件
数
・単
価
：

16
分
野

×
23
百
万
円
（
予
定
）


事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

事
業
メ
ニ
ュー

分
野
横
断
連
絡
調
整
会
議
の
実
施


各
取
組
の
進
捗
管
理
お
よ
び
連
絡
調
整
を
実
施
。


各
取
組
の
事
業
成
果
を
体
系
的
に
ま
とめ
、普

及
・定
着
方
策
を
検
討
。


リカ
レ
ン
ト教

育
関
連
の
動
向
や
各
職
業
分
野
に
関
す
る
最
新
知
識
・技
能

等
に
関
す
る
情
報
収
集
、プ
ログ
ラム
開
発
受
託
団
体
へ
の
提
案
等
。


件
数
・単
価
：
１
か
所

×
28
百
万
円
（
予
定
）


事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

（
数
値
に
つ
い
て
は
文
部
科
学
省
「専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト教

育
総
合
推
進
プ
ロジ
ェク
ト」
調
査
結
果
よ
り）

協
働
に
よ
りリ
カレ
ント
教
育
プ
ログ
ラム
を
開
発
・提
供

それ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
し、
課
題
を
解
決

＜
専
修
学
校
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

リカ
レ
ン
ト講

座
を
開
講
し
て
も
受
講
者
が
集
ま
らな

い
等
、事

業
とし
て
成
立
す
る
か
見
通
す
こと
が
困
難

【参
考
】リ
カレ
ント
講
座
の
実
施
に
際
して
の
課
題

・・
・社
会
人
等
の
生
徒
数
の
確
保
：

28
.5
％

企
業
・団
体

＜
専
修
学
校
との
連
携
に
よ
って
解
決
さ
れ
る
こと
＞

•
専
修
学
校
が
持
つ
、 受

講
者
の
レ
ベ
ル
や
ス
キ
ル
に

応
じ
た
教
育
や
学
習
成
果
等
の
評
価
等
に
関
す
る

ノウ
ハ
ウ
の
提
供

専
修
学
校

＜
企
業
・業
界
団
体
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

業
界
ニ
ー
ズ
を
具
体
的
な
知
識
や
技
能
に
落
とし
込
み
、

それ
に
見
合
った
学
習
内
容
を
提
供
す
る
の
が
困
難

【参
考
】O

ff-
JT
を
実
施
す
る
うえ
で
の
課
題

・・
・身
に
着
け
させ
る
べ
き
知
識
・ス
キ
ル
の
特
定
：

32
.5

%

受
講
者
（
専
門
職
業
人
材
）

背
景 ・

課
題

○
社
会
の
変
化
が
激
しく
、か
つ
て
専
門
学
校
で
学
ん
だ
知
識
・技
能
だ
け
で

は
その
変
化
に
対
応
す
る
こと
は
困
難
。

○
企
業
で
は
社
員
に
対
し必

ず
しも
十
分
な
学
び
直
しの
時
間
を
確
保
す
る

こと
は
で
き
て
い
な
い
。

○
教
育
未
来
創
造
会
議
の
提
言
、骨

太
の
方
針
等
に
お
い
て
も
リカ
レ
ン
ト

教
育
の
推
進
が
求
め
られ
て
い
る
とこ
ろ
。

事
業
イ
メ
ー
ジ

•
企
業
の
研
修
・学
び
直
し等

に
お
い
て
専
修
学
校
が
提
供

す
る
講
座
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こと
に
よ
り、
受
講
者
を

安
定
的
に
確
保

＜
企
業
・業
界
団
体
との
連
携
に
よ
って
解
決
さ
れ
る
こと
＞

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標

)
ア
ウ
ト
カ
ム

(成
果
目
標

)
イ
ン
パ
ク
ト

(国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

誰
も
が
一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
選
択
に
応
じて
必
要
とな

る
学
び
を
受
け
られ
る
機
会
の
充
実
を
図
る
。

開
発
し
た
モ
デ
ル
を
全
国
の
専
修
学
校
が
活
用
し
、各

学
校
に
お
い
て
リカ
レ
ント
教
育
講
座
を
開
講

•
各
職
業
分
野
ご
とに
職
業
専
門
人
材
が
学
び
直
し
に
よ
り最

新
知
識
・技
能
を
身
に
着
け
る
こと
が
可
能
とな
る
プ
ログ
ラム
に
つ
い

て
モ
デ
ル
開
発

⇒
８
分
野

×
2か
所
＝

16
か
所
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（4）⼥性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画⽀援事業

（前 年 度 予 算 額  ２４，２０９千円） 

令和５年度予算額(案) ２４，２０９千円 

１．要旨 

男女共同参画は、日本政府の重要かつ確固たる方針であり、国際社会で共有されている規

範である。我が国では、少子高齢化、Society5.0 の実現を見据える中、女性活躍の推進は

社会・経済の持続可能な発展のために重要である。 

 令和２年 12 月に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」では、社会の多様性と

活力を高め我が国経済が力強く発展していく観点や、男女間の実質的な機会の平等を担保

する観点から、指導的地位への女性の参画の拡大が極めて重要とされ、「2030 年代には、

誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に偏りがないよう

な社会となることを目指す」ことや、「そのための通過点として、2020 年代の可能な限り

早期に指導的地位に占める女性の割合が 30％程度となるよう目指して取組を進める」こと

が新しい目標として掲げられたところ。 

また、女性管理職の割合が依然として低い状況にある学校教育分野においても、女性のさ

らなる参画を推進するため、初等中等教育機関の教頭以上に占める女性の割合や大学の教

員に占める女性の割合等について、2025 年までの成果目標が示されている。 

 こうした中、「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」

（令和４年５月 10 日教育未来創造会議）においても、女性活躍の推進は社会・経済の持続

可能な発展のために不可欠として「女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画を

推進する」とされ、「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022」（令和４年６月３日すべて

の女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）においても、女性の登用目標達

成に向けて「教育委員会における学校長等の管理職人事担当者（課長クラス）等が参加する

全国フォーラムを開催し、女性登用に関して地域ごとに抱える課題や収集した好事例等に

ついて横展開を図る」とされているところ。 

これらを踏まえ、女性教育関係団体、大学及び研究者、企業等が連携し、女性が指導的立

場に就くに際して必要となる体系的な学習の提供等、女性の多様なチャレンジを総合的に

支援するモデルの開発を行う。また、学校教育分野における女性の採用・登用が進まない地

域に対し、他地域の好事例やロールモデルの提供等を行い、女性の採用・登用を支援すると

ともに、社会的機運を高めるため、全国フォーラムを開催し、収集した好事例等について横

展開を図る。 
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２．内容 

（１）検討委員会の設置                  7,368 千円（7,555 千円） 

学識経験者、地方公共団体、男女共同参画センター、ＮＰＯ、関係団体、産業界等の

有識者からなる会議において、女性の学びを通じた社会参画支援のあり方等に関する

検討を行う。 

（２）実証事業の実施                     6,666 千円（新規） 

男女共同参画、女性の活躍等に知見を持つ女性教育関係団体と多様な分野に高度な

知見を持つ大学及び研究者、企業等が連携し、 

①総合的な知識、的確な判断力と実行力を高め、より高度な社会参画を目指す女性

の支援 

②産育休復帰支援  

等に資する社会教育プログラム（ウィミンズカレッジ）を構築。男女共同参画に資する

知識の他、Society5.0 時代の最先端のリベラルアーツや、ビジネスや公的な意思決定

の場で求められる的確な判断力等、多種多様な社会生活においてアップグレードを目

指す女性を対象に、それぞれの知識の体幹強化に必要となるオーダーメイド型の学習

機会を提供するモデルを構築するための実証事業を行う。 

（３）学校教育分野における女性の意思決定過程への参加   6,940 千円（7,555 千円） 

①地域に根差した女性活躍促進への支援 

学校教育分野において女性の採用・登用が進まない地域に対し、各地域が抱える課題

について地域の教育関係者と共有するとともに、他地域の好事例やロールモデル等の

提供を行い、当該地域における女性の採用・登用に向けた取組について支援を行う。 

②学校教育分野における女性参画を促進するための全国フォーラムの開催 

学校教育分野における女性の参画促進に係る社会的機運を高め、より一層の女性の

採用・登用を促すため、全国の自治体や教育委員会、大学等を対象に、全国フォーラム

を開催し、学校教育分野において女性の参画を促進させることの意義や必要性等につ

いて理解を深めてもらうとともに、「①地域に根差した女性活躍促進への支援」で明ら

かとなった地域ごとの課題や収集した好事例等について横展開を図る。 
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男
女
共
同
参
画
、
女
性
の
活
躍
等
に
知
見
を
持
つ
女
性
教
育
関
係
団
体
と
多
様
な
分
野
に
高
度
な
知
見
を
持
つ
大

学
及
び
研
究
者
、
企
業
等
が
連
携
し
、

①
総
合
的
な
知
識
、
的
確
な
判
断
力
と
実
行
力
を
高
め
、
よ
り
高
度
な
社
会
参
画
を
目
指
す
女
性
の
支
援

②
産
育
休
復
帰
支
援

等
に
資
す
る
社
会
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
ウ
ィ
ミ
ン
ズ
カ
レ
ッ
ジ
）
を
構
築
。
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
知
識
の
他
、

So
ci

et
y5

.0
時
代
の
最
先
端
の
リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ
や
、
ビ
ジ
ネ
ス
や
高
度
な
意
思
決
定
の
場
で
求
め
ら
れ
る
的
確
な

判
断
力
等
、
多
種
多
様
な
社
会
生
活
に
お
い
て
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
を
目
指
す
女
性
を
対
象
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
知
識
の

体
幹
強
化
に
必
要
と
な
る
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
の
学
習
機
会
を
提
供
す
る
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。

女
性
の
多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
に
寄
り添

う学
び
と社

会
参
画
支
援
事
業

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

２
１
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

２
４
百
万
円

)

〇
少
子
高
齢
化
、

So
ci

et
y5

.0
の
実
現
を
見
据
え
る
中
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
女
性
の
参
画
拡
大
は
社
会
・
経
済
の
持
続
可
能
な
発
展
の
た
め
に
重
要
。

〇
第
５
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
（
令
和
２
年
１
２
月
）
で
は
、
社
会
の
多
様
性
と
活
力
を
高
め
我
が
国
経
済
が
力
強
く
発
展
し
て
い
く
観
点
や
、
男
女
間
の

実
質
的
な
機
会
の
平
等
を
担
保
す
る
観
点
か
ら
、
指
導
的
地
位
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大
が
極
め
て
重
要
と
さ
れ
、

・
20

30
年
代
に
は
、
誰
も
が
性
別
を
意
識
す
る
こ
と
な
く
活
躍
で
き
、
指
導
的
地
位
に
あ
る
人
々
の
性
別
に
偏
り
が
な
い
よ
う
な
社
会
と
な
る
こ
と
を
目
指
す

・
そ
の
た
め
の
通
過
点
と
し
て
、

20
20
年
代
の
可
能
な
限
り
早
期
に
指
導
的
地
位
に
占
め
る
女
性
の
割
合
が

30
％
程
度
と
な
る
よ
う
目
指
し
て
取
組
を
進
め
る

こ
と
が
新
し
い
目
標
と
し
て
掲
げ
ら
れ
た
と
こ
ろ
。

背
景
等

【
事
業
開
始
年
度
：
令
和
２
年
度
】

令
和
２
年
度
よ
り
、
女
性
の
多
様
チ
ャ
レ
ン
ジ
に
必
要
と
な
る
学
び
を
総
合
的
に
支
援
す
る
仕
組
み
づ
く
り
に
関
す
る
モ
デ
ル
を
構
築
。
令
和

５
年
度
は
、
女
性
教
育
関
係
団
体
、
大
学
及
び
研
究
者
、
企
業
等
が
連
携
し
、
例
え
ば
女
性
が
指
導
的
立
場
に
就
く
に
際
し
て
必
要
と
な
る
体

系
的
な
学
習
の
提
供
等
、
女
性
の
多
様
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
総
合
的
に
支
援
す
る
モ
デ
ル
を
構
築
。
加
え
て
、
我
が
国
の
将
来
を
担
う
子
供
た
ち

の
最
も
身
近
な
存
在
で
あ
る
学
校
運
営
に
お
け
る
女
性
の
参
画
を
推
進
し
、
子
供
た
ち
の
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
意
識
を
醸
成
。

＜
＜
取
組
②
：
学
校
教
育
分
野
に
お
け
る
女
性
の
意
思
決
定
過
程
へ
の
参
加
＞
＞

学
校
教
育
分
野
に
お
い
て
女
性
の
採
用
・
登
用
が
進
ま
な
い
地
域
に
対
し
、
各
地
域
が
抱
え
る
課
題
に
つ
い
て
地
域
の
教
育
関
係
者
と
共
有
す
る
と
と
も
に
、
他
地
域

の
好
事
例
や
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
等
の
提
供
を
行
い
、
当
該
地
域
に
お
け
る
女
性
の
採
用
・
登
用
に
向
け
た
取
組
に
つ
い
て
支
援
を
行
う
。
加
え
て
、
全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開

催
し
、
地
域
ご
と
の
課
題
や
好
事
例
等
の
横
展
開
を
図
る
。

社
会

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
ウ
ィ
ミ
ン
ズ
カ
レ
ッ
ジ
）

・
最

先
端
リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
産

育
休
復
帰
支
援

・
受

講
生
間
交
流

・
学

び
に
関
す
る
相
談

等

＜
＜
イ
メ
ー
ジ
＞
＞

＜
＜
取
組
①
：
多
様
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
に
寄
り
添
う
学
び
・
社
会
参
画
支
援
モ
デ
ル
の
構
築
＞
＞

大
学

企
業

女
性
教
育
団
体

・
・
・
大
学

企
業

プ
ロ
グ
ラ
ム
企
画

委
員
会

企 画
施 設

講 師
講 師

広 報
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（５）社会⼈の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究

（前 年 度 予 算 額  １４，０９４千円） 

令和５年度予算額(案)  ３０，１７６千円 

１．要旨 

人生 100 年時代の到来やデジタル社会の急激な進展の中、我が国全体の生産性の向上に

つなげていくため、社会の変化に対応した社会人の学び直しの重要性は一層高まっている。

社会人の学び直しのより一層の推進に向けては、学びに関する情報への接触機会の不足が

課題となっており、とりわけ大学・民間企業等が提供するプログラムや学修を通じて得られ

る成果に関する情報の不足が個人の学び直しや企業での人材育成が進展しない要因の一つ

と考えられる。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画「フォローアップ」」等において学び直しによる成果の可視化とその適切な評価、

「マナパス」の機能拡充及び情報発信の充実が求められている。 

そのため、令和５年度は、①前年度に開設した企業向けページの充実、②マイページ機能

の充実を通じた学習記録の信頼性向上の仕組み構築、③ユーザーや企業が活用できるオン

ラインコミュニティ機能の開発、④他省庁のシステムとの連携に向けた準備等を行う。また、

民間団体等が行うイベントへの出展を通じ、リカレント教育の重要性や・関連施策について

広報・周知を行い学習意欲の喚起を行う。 

２．内容 

（１）社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究

①企業向けページの充実

前年度に開設した企業向けページにおける掲載講座、事例や支援制度等の情報の充

実、マッチング機能の充実等を行う。 

②マイページ機能の充実

令和３年度に公開したマイページ機能（学習内容・時間といった学習履歴の記録等）

における学習記録の信頼性向上の仕組みの構築や、学習記録を就職等に活用するため

のジョブカード連携準備を行うことで、個人の学習歴の可視化及び就職・転職活動や、

企業内の処遇や評価を行う際に活用可能となることを目指す。 

③ユーザーや企業が活用できるオンラインコミュニティ機能の開発

社会人がこれまで以上にコミュニティを通じて学びに関する情報を得ることが可能

となること、企業において人材育成に資する情報収集が可能となることを主な狙いと

して、オンラインコミュニティ機能の開発を行う。 
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④他省庁のシステムとの連携に向けた準備 

厚生労働省の「教育訓練給付金システム」、「ハローワークインターネットサービス」、

「jobtag」、経済産業省の「マナビ DX」等とのシステム連携に向けた準備を行う。 

⑤イベント等を通じた学びの接点の創出 

社会人や企業に対し直接の周知や意見交換ができるようイベントを民間団体等と連

携して実施し社会人の学習意欲を喚起する。 

その他、講座検索機能の充実やサイトの認知度向上に向けた web プロモーション等

の実施、サーバー強化やセキュリティ強化等に取り組む。 
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人
生

10
0年

時
代
や
デ
ジ
タル
社
会
が
進
む
中
、リ
カレ
ント
教
育
の
重
要
性
は
一
層
高
ま
って
い
る
。


大
学
・民
間
企
業
等
が
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
学
修
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
成
果
に
関
す
る
情
報
が
不

足
して
い
る
こと
が
、個

人
の
学
び
直
しや
企
業
で
の
人
材
育
成
が
進
展
しな
い
要
因
の
一
つ
と考

え
られ

る
。＊

経
産
省
の
企
業
向
け
調
査
で
、リ
カレ
ン
ト教

育
推
進
に
向
け
た
一
番
の
課
題
とし
て
情
報
収
集
が
挙
げ
られ
た


働
き
方
が
変
化
す
る
中
で
、個

人
の
学
習
歴
を
可
視
化
して
、就

職
・転
職
活
動
や
、企

業
内
の
処
遇

や
評
価
を
行
う際

に
活
用
で
き
る
こと
が
、政

府
会
議
や
産
業
界
等
か
らも
強
く求
め
られ
て
い
る
。ま
た
、

「マ
ナ
パ
ス
」の
機
能
の
拡
充
や
情
報
発
信
の
強
化
に
つ
い
て
政
府
文
書
等
で
明
記
され
て
い
る
とこ
ろ
。


上
記
の
背
景
を
踏
ま
え
、産

官
学
リソ
ー
ス
の
活
用
や
、関

係
省
庁
との
連
携
を
通
じて
、リ
カレ
ント
教

育
に
関
す
る
情
報
に
よ
りア
クセ
ス
しや
す
い
環
境
整
備
を
実
現
す
る
。

社
会
人
の
学
び
の
情
報
ア
ク
セ
ス
改
善
に
向
け
た
実
践
研
究

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

30
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

14
百
万
円

)


企
業
向
け
ペ
ー
ジ
の
充
実
：
講
座
や
事
例
、支

援
制
度
等
の
情
報
充
実
、マ
ッチ
ン
グ
機
能
の
充
実
等


マ
イ
ペ
ー
ジ
機
能
の
充
実
：

UI
等
利
便
性
向
上
、学

習
記
録
の
信
頼
性
向
上
の
仕
組
み
構
築

（
オ
ー
プ
ン
バ
ッジ
な
ど）

、学
習
記
録
を
就
職
等
に
活
用
す
る
た
め
の
ジ
ョブ
カ
ー
ド
連
携
準
備


講
座
検
索
機
能
の
充
実
：
民
間
講
座
・受
講
生
の
声
の
充
実
、就

職
状
況
等
の
成
果
発
信


ユ
ー
ザ
ー
や
企
業
が
活
用
で
き
る
オ
ン
ラ
イ
ン
コ
ミュ
ニ
テ
ィ機

能
の
開
発


厚
労
省
の
教
育
訓
練
給
付
金
シ
ス
テ
ム
、ハ
ロー
ワ
ー
クイ
ンタ
ー
ネ
ット
サ
ー
ビス
、j

ob
ta

g、
経
産
省
の
マ
ナ
ビD

X等
との
シ
ス
テ
ム
連
携
に
向
け
た
準
備


サ
イト
の
認
知
度
向
上
及
び
、効

果
的
な
情
報
発
信
に
向
け
た

w
eb
プ
ロ
モ
ー
シ
ョン
等
の
実
施


上
昇
す
る
ア
クセ
ス
に
耐
え
うる
サ
ー
バ
ー
強
化
、シ
ス
テ
ム
連
携
、サ
イバ
ー
攻
撃
を
防
止
す
る
セ
キ
ュリ
テ
ィ強

化

「骨
太
の
方
針
」（
令
和

3年
６
月
閣
議
決
定
）

•
オ
ンラ
イン
や
土
日
・夜
間
の
講
座
の
拡
大
を
図
る
とと
も
に
、内

容
の
検
索
機

能
や
情
報
発
信
を
充
実
す
る
。

「骨
太
の
方
針
」（
令
和

4年
6月

閣
議
決
定
）

•
学
ぶ
意
欲
が
あ
る
人
へ
の
支
援
の
充
実
や
環
境
整
備
、（

略
）
企
業
に
お

け
る
リカ
レ
ント
教
育
に
よ
る
人
材
育
成
の
強
化
等
の
取
組
を
進
め
る
。

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画
「フ
ォロ
ー

ア
ップ
」」
（
令
和

4年
6月

閣
議
決
定
）

•
「マ
ナ
パ
ス
」の
機
能
を
拡
充
し
、関
係
省
庁
が
連
携
し
て
、大

学
等
や
民
間

企
業
が
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
学
び
の
成
果
を
は
じ
め
とし
た
情
報
発
信

の
充
実
に
取
り組

む
。

「教
育
未
来
創
造
会
議
提
言
」（
令
和

4年
5月

政
府
会
議
決
定
）

•
個
人
の
学
修
歴
や
職
歴
等
を
デ
ー
タ
化
した
上
で
、こ
れ
を
就
職
・転
職
活

動
等
に
活
用
で
き
る
デ
ー
タ
基
盤
を
整
備
す
る
。

•
「マ
ナ
パ
ス
」（
社
会
人
の
学
び
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
）
の
機
能
拡
充
に
よ
る
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
や
学
び
の
成
果
を
は
じ
め
とし
た
情
報
発
信
を
充
実
す
る
。

経
団
連
「新
し
い
時
代
に
対
応
し
た
大
学
教
育
改
革
の
推
進
」

社
員
の
受
講
を
促
す
た
め
、（

略
）
受
講
成
果
の
可
視
化
を
図
る
。

＊
令
和

4年
4月

の
経
団
連
提
言
に
お
い
て
は
、プ
ログ
ラム
の
企
業
に
お
け
る
活

用
事
例
等
を
載
せ
て
ほ
しい
旨
、述

べ
られ
た
。

事
業
を
実
施
す
る
背
景

令
和

5年
度
の
取
組

過
去

3年
間
の
取
組

【令
和

2年
度
】
サ
イト
の
公
開
、コ
ンテ
ンツ
（
検
索
機
能
、特

集
、修

了
生
イン
タビ
ュー
等
）
の

充
実
、イ
ベ
ント
開
催
、テ
レ
ビ・
ラジ
オ
・S

N
S等

を
活
用
した
広
報

【令
和

3年
度
】
既
存
コン
テ
ンツ
の
充
実
、新

規
コン
テ
ンツ
（
い
い
ね
、コ
メン
ト、
マ
イペ
ー
ジ
機
能
等
）

の
追
加
、厚

労
省

Jo
b-

ta
gと
の
連
携
、イ
ベ
ント
開
催

【令
和

4年
度
】
企
業
向
け
ペ
ー
ジ
開
発
、マ
イペ
ー
ジ
機
能
充
実
、民

間
企
業
等
提
供
講
座
の
掲
載
、

民
間
・自
治
体
等
他
サ
イト
連
携

政
府
文
書
等
に
お
け
る
提
言

【実
施
主
体
：
民
間
企
業
等

1箇
所

×
3,

00
0万

円
】

事
業
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
成
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）


学
び
に
関
す
る
情
報
取
得
を
円
滑
化
し、
個
人
の
学
び
直
し及

び
企
業
の
人
材
育
成
を
促
進
し、
時
代
の
変
化
に
対
応
で
き
る

人
材
の
輩
出
や
労
働
生
産
性
の
向
上
に
寄
与
。


学
習
に
よ
って
得
られ
る
成
果
や
学
習
歴
を
可
視
化
し、
就
職
・

転
職
等
に
つ
な
げ
る
こと
で
、学

び
直
しに
対
す
る
国
民
の
意
識

の
向
上
や
、労

働
移
動
の
円
滑
化
に
も
寄
与
。
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【参考】令和４年度第２次補正予算 

成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業 

１，７４０，７０２千円 

就業者・非正規雇用労働者・失業者等に対し、デジタル・グリーン等成長分野を

中心に大学・大学院等において社会のニーズに合ったプログラムを提供・横展開

し円滑な就職・転職を支援する。 

地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築

支援事業                       ２９６，０４７千円 

自治体や大学コンソーシアムへの支援を通じたニーズ調査や、コンテンツの集約、

広報周知等を通じて継続的にリカレント教育を実施する環境を構築する。 

リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケージ事業

 ７６，６４１千円 

自治体や大学コンソーシアムへの支援を通じたニーズ調査や、コンテンツの集

約、広報周知等を通じて継続的にリカレント教育を実施する環境を構築する。 
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